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令
和
２
年
度　
私
学
助
成
関
係
予
算
の
概
算
要
求

文
部
科
学
省
高
等
教
育
局
私
学
部
私
学
助
成
課

　

私
学
助
成
に
つ
い
て
は
、
私
立
学
校
が
我

が
国
の
学
校
教
育
に
お
い
て
果
た
し
て
い
る

役
割
の
重
要
性
に
鑑
み
、
私
立
学
校
振
興
助

成
法
に
基
づ
き
、
私
立
学
校
の
教
育
研
究
条

件
の
維
持
及
び
向
上
、
学
生
・
生
徒
等
に
か

か
る
修
学
上
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る

と
と
も
に
私
立
学
校
の
経
営
の
健
全
性
を
高

め
る
た
め
、
そ
の
充
実
に
努
め
て
い
る
と
こ

ろ
で
す
。

　

令
和
２
年
度
概
算
要
求
は
、
令
和
元
年
７

月
31
日
に
閣
議
了
解
さ
れ
た
「
令
和
２
年
度

予
算
の
概
算
要
求
に
当
た
っ
て
の
基
本
的
な

方
針
に
つ
い
て
」
に
基
づ
き
行
う
こ
と
と
さ

れ
ま
し
た
。
文
部
科
学
省
全
体
と
し
て
は
、

「『
人
生
１
０
０
年
時
代
』
や
『
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ

ｔ
ｙ
５
・
０
』
の
到
来
を
見
据
え
な
が
ら
、

日
本
を
誰
に
で
も
チ
ャ
ン
ス
が
あ
ふ
れ
る
国

へ
と
変
え
て
い
く
た
め
、
教
育
再
生
、
科
学

技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
、
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化

の
振
興
に
よ
り
、『
人
づ
く
り
革
命
』
を
断
行

し
、『
生
産
性
革
命
』
を
実
現
す
る
。」
こ
と

と
し
て
お
り
、
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
た
概
算
要

求
を
財
務
省
へ
８
月
30
日
に
提
出
し
ま
し
た
。

　

こ
の
う
ち
私
学
助
成
関
係
予
算
に
つ
い
て

は
、
対
前
年
度
４
５
３
億
円
増
の
４
７
４
３

億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。
具
体
的
な
内
容

に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助

　

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
の
令
和
２
年
度

概
算
要
求
に
お
い
て
は
、
私
立
大
学
等
の
運

営
に
必
要
な
経
常
費
補
助
金
を
確
保
し
、
教

育
研
究
の
質
の
向
上
に
取
り
組
む
私
立
大
学

等
や
地
域
へ
の
貢
献
及
び
研
究
力
の
強
化
等

に
取
り
組
む
私
立
大
学
等
に
対
す
る
支
援
を

強
化
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

一
般
補
助
で
は
、
大
学
等
の
運
営
に
不
可

欠
な
教
育
研
究
に
係
る
経
常
的
経
費
に
つ
い

て
支
援
す
る
と
と
も
に
、
ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

を
含
む
教
育
の
質
に
係
る
客
観
的
指
標
の
本

格
導
入
等
を
通
じ
た
メ
リ
ハ
リ
あ
る
資
金
配

分
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
、
対
前
年
度
31

億
円
増
の
２
７
４
３
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
特
別
補
助
で
は
、
２
０
２
０
年
度

以
降
の
18
歳
人
口
の
急
激
な
減
少
や
経
済
社

会
の
急
激
な
変
化
を
踏
ま
え
、
自
ら
の
特
色

を
活
か
し
て
改
革
に
取
り
組
む
大
学
等
を
重

点
的
に
支
援
す
る
た
め
、
対
前
年
度
４
億
円

増
の
４
５
１
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。
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主
な
事
項
と
し
て
、
ま
ず
、「
私
立
大
学

等
改
革
総
合
支
援
事
業
」
に
つ
い
て
は
、

「
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５
・
０
」
の
実
現
に
向

け
た
特
色
あ
る
教
育
の
展
開
や
、
地
域
社
会

へ
の
貢
献
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
推
進
す
る

研
究
の
社
会
実
装
の
推
進
な
ど
、
特
色
・
強

み
や
役
割
の
明
確
化
・
伸
長
に
向
け
た
改
革

に
全
学
的
・
組
織
的
に
取
り
組
む
大
学
等
を

重
点
的
に
支
援
す
る
こ
と
と
し
て
、
対
前
年

度
７
億
円
増
の
１
５
４
億
円
（
一
般
補
助
及

び
特
別
補
助
の
内
数
）を
要
求
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、「
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５
・
０
」
の

実
現
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
エ
コ
シ
ス
テ
ム

の
構
築
に
向
け
て
、
基
礎
研
究
を
中
心
と
す

る
研
究
力
強
化
に
つ
な
が
る
、
優
秀
な
若
手

研
究
者
や
女
性
研
究
者
の
支
援
等
を
強
化
す

る
た
め
、
大
学
院
等
の
機
能
高
度
化
へ
の
支

援
に
１
３
４
億
円
（
特
別
補
助
の
内
数
）
を

要
求
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
大
学
等
経
常
費
補

助
の
総
額
は
、
一
般
会
計
に
お
い
て
対
前
年

度
35
億
円
増
の
３
１
９
４
億
円
を
要
求
し
て

い
ま
す
。

私
立
高
等
学
校
等

経
常
費
助
成
費
等
補
助

　

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助
は
、

私
立
の
高
等
学
校
、
中
学
校
、
小
学
校
及
び

幼
稚
園
等
に
経
常
費
助
成
を
行
う
都
道
府
県

に
対
し
て
、
国
が
そ
の
一
部
を
補
助
す
る
も

の
で
す
。

　

令
和
２
年
度
概
算
要
求
に
お
い
て
は
、
一

般
補
助
の
幼
児
児
童
生
徒
数
の
増
減
を
反
映

す
る
と
と
も
に
、
一
人
当
た
り
単
価
を
前
年

度
予
算
と
比
較
し
て
、
１
・
２
％
増
額
し
て

い
ま
す
。

　

特
別
補
助
で
は
、
児
童
生
徒
等
の
安
全
確

保
の
推
進
に
取
り
組
む
学
校
へ
の
支
援
や
、

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
教
育
の
推
進
や
外
部
人

材
の
活
用
等
に
よ
る
教
育
の
質
の
向
上
に
取

り
組
む
学
校
へ
の
支
援
、
ま
た
、
特
別
な
支

援
が
必
要
な
幼
児
の
受
け
入
れ
や
、
預
か
り

保
育
を
実
施
す
る
幼
稚
園
に
対
す
る
支
援
を

充
実
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
過
疎
高
等
学
校
特
別
経
費
、

授
業
料
減
免
事
業
等
支
援
特
別
経
費
、
特
別

支
援
学
校
等
に
対
し
て
国
が
そ
の
教
育
の
推

進
に
必
要
な
経
費
の
一
部
を
補
助
す
る
特
定

教
育
方
法
支
援
事
業
に
つ
い
て
は
、
必
要
な

経
費
を
引
き
続
き
要
求
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
高
等
学
校
等
経
常

費
助
成
費
等
補
助
の
総
額
は
、
対
前
年
度
22

億
円
増
の
１
０
４
３
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

私
立
学
校
施
設
・

設
備
の
整
備
の
推
進

　

私
立
学
校
施
設
・
設
備
整
備
の
補
助
は
、

建
学
の
精
神
や
特
色
を
活
か
し
た
質
の
高
い

教
育
研
究
活
動
の
基
盤
と
な
る
施
設
・
設
備

の
整
備
を
支
援
す
る
も
の
で
す
。
特
に
、
熊

本
地
震
や
東
日
本
大
震
災
な
ど
過
去
の
教
訓

等
を
踏
ま
え
、
ま
た
今
後
発
生
が
懸
念
さ
れ

て
い
る
南
海
ト
ラ
フ
地
震
等
に
備
え
、
早
急

な
児
童
・
生
徒
等
の
安
全
確
保
が
不
可
欠
で

あ
り
、
私
立
学
校
施
設
の
耐
震
化
完
了
に
向

け
た
取
り
組
み
を
一
層
促
進
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
耐
震
改
築
及
び
耐
震
補
強
、

そ
の
ほ
か
防
災
機
能
強
化
を
更
に
促
進
す
る

た
め
の
施
設
整
備
等
に
対
す
る
支
援
と
し
て

２
７
５
億
円
（
私
立
学
校
施
設
高
度
化
推
進

事
業
費
補
助
の
一
部
を
含
む
）
を
要
求
し
て

い
ま
す
。
あ
わ
せ
て
防
災
・
減
災
、
国
土
強

靱
化
関
係
の
「
臨
時
・
特
別
の
措
置
」
に
つ

い
て
は
、
事
項
要
求
と
し
て
予
算
編
成
過
程

で
検
討
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業

団
の
融
資
を
受
け
て
実
施
さ
れ
る
私
立
学
校

が
行
う
耐
震
改
築
・
改
修
事
業
、
私
立
大
学

附
属
病
院
の
建
て
替
え
整
備
事
業
に
つ
い
て

利
子
助
成
を
行
う
私
立
学
校
施
設
高
度
化
推

進
事
業
費
補
助
に
つ
い
て
も
８
億
円
要
求
し

て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
教
育
・
研
究
装
置
等
の
整
備
と

し
て
２
３
１
億
円
を
要
求
し
て
お
り
、
こ
の

う
ち
、
私
立
大
学
等
の
多
様
で
特
色
あ
る
教

育
・
研
究
の
一
層
の
推
進
を
図
る
た
め
、
私

立
大
学
等
の
装
置
・
設
備
の
整
備
に
対
す
る

支
援
と
し
て
１
２
０
億
円
を
要
求
し
て
い
ま

す
。
そ
の
ほ
か
、
次
期
学
習
指
導
要
領
の
全

面
実
施
を
中
学
校
２
０
２
１
年
度
、
高
等
学

校
２
０
２
２
年
度
に
控
え
、
ア
ク
テ
ィ
ブ
・

ラ
ー
ニ
ン
グ
等
を
推
進
す
る
た
め
、
私
立
高

等
学
校
等
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
の
整
備
に

対
す
る
支
援
や
、「
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
構

想
」
の
推
進
の
た
め
私
立
高
等
学
校
等
が
行

う
高
速
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
整
備
へ
の
支
援

と
し
て
、
対
前
年
度
31
億
円
増
の
54
億
円
を

要
求
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
学
校
施
設
・
設
備

整
備
費
全
体
は
、
対
前
年
度
３
９
７
億
円
増

の
５
０
６
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

日
本
私
立
学
校
振
興
・

共
済
事
業
団
の
貸
付
事
業

　

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
の
令

和
２
年
度
の
貸
付
事
業
に
つ
い
て
は
、
私
立

学
校
の
耐
震
改
築
・
改
修
事
業
、
老
朽
校
舎

や
私
立
大
学
附
属
病
院
等
の
建
て
替
え
な
ど

の
施
設
・
設
備
の
整
備
事
業
、
災
害
復
旧
事

業
等
に
対
す
る
資
金
の
貸
し
付
け
と
し
て
６

２
５
億
円
を
計
画
し
て
お
り
、
そ
の
財
源
の

一
部
と
し
て
財
政
融
資
資
金
２
９
１
億
円
を

要
求
し
て
い
ま
す
。
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現
代
に
お
い
て
は
、
Ｉ
ｏ
Ｔ
及
び
ビ
ッ
グ

デ
ー
タ
、
人
工
知
能
、
ロ
ボ
ッ
ト
等
の
登
場

に
よ
る
、
来
る
べ
き
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５
・
０

時
代
に
向
け
た
技
術
の
革
新
が
目
覚
ま
し
く
、

社
会
を
取
り
巻
く
環
境
は
大
き
く
変
化
し
て

お
り
、
こ
れ
ら
の
変
化
を
迅
速
か
つ
的
確
に

捉
え
、
新
し
い
時
代
に
対
応
し
た
人
材
の
養

成
が
重
要
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

実
際
に
、
世
界
に
先
駆
け
て
人
口
減
少
に

直
面
す
る
日
本
で
は
、
生
産
性
の
底
上
げ
を

図
る
施
策
を
講
じ
る
こ
と
が
喫
緊
の
課
題
で

あ
り
、
労
働
力
世
代
の
個
々
人
の
ス
キ
ル
ア
ッ

プ
や
技
術
継
承
が
不
可
欠
と
さ
れ
て
い
な
が

ら
、
企
業
等
の
現
場
に
お
い
て
は
、
高
い
情
報

伝
達
能
力
や
再
現
性
か
ら
、
先
端
技
術
を
導

入
し
、
こ
れ
ら
の
問
題
の
解
決
を
図
る
動
き

が
見
ら
れ
て
お
り
、
職
業
人
材
の
養
成
場
面

に
お
い
て
も
先
端
技
術
の
活
用
が
重
要
に
な

る
と
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　

専
修
学
校
は
こ
れ
ま
で
も
、
柔
軟
な
制
度

的
特
性
を
生
か
し
な
が
ら
、
社
会
・
産
業
の

ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
実
践
的
な
職
業
教
育
を
行

い
、
多
様
な
分
野
に
お
い
て
各
地
域
で
活
躍

す
る
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
を
養
成
し
て
き
ま
し
た
。

　

文
部
科
学
省
と
し
て
は
、
こ
の
よ
う
な
専

修
学
校
の
果
た
す
役
割
の
重
要
性
を
鑑
み
、

専
修
学
校
制
度
の
特
色
を
生
か
し
た
各
種
施

策
の
充
実
等
を
図
る
な
ど
専
修
学
校
教
育
の

振
興
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

　

令
和
２
年
度
専
修
学
校
関
係
予
算
と
し
て

概
算
要
求
し
て
い
る
主
な
事
項
は
次
の
と
お

り
で
す
。

専
修
学
校
に
お
け
る
先
端
技
術
利
活
用

実
証
研
究

　

専
修
学
校
教
育
に
お
け
る
職
業
人
材
の
養

成
機
能
を
強
化
・
充
実
す
る
た
め
に
、
専
修

学
校
の
実
習
授
業
等
に
お
け
る
Ｖ
Ｒ
・
Ａ
Ｒ

等
の
先
端
技
術
の
活
用
方
策
に
つ
い
て
実
証

研
究
す
る
経
費
と
し
て
、
新
た
に
５
・
３
億

円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

専
修
学
校
に
よ
る
地
域
産
業
中
核
的
人
材

養
成
事
業

　

各
分
野
や
各
地
域
に
応
じ
た
中
長
期
的
な

人
材
育
成
の
在
り
方
を
協
議
し
、
今
後
必
要

と
な
る
人
材
像
や
能
力
・
技
術
等
を
整
理
し

効
果
的
な
教
育
手
法
を
検
討
す
る
産
官
学
の

協
議
体
制
の
構
築
等
を
進
め
る
と
と
も
に
、
来

る
べ
き
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５
・
０
等
の
時
代
に

求
め
ら
れ
る
能
力
（
例
：「
Ｉ
Ｔ
力
」
を
融
合

し
た
専
門
能
力
等
）、
地
方
創
生
に
向
け
て
各

地
域
の
課
題
解
決
や
発
展
に
必
要
と
な
る
人

材
に
求
め
ら
れ
る
能
力
の
養
成
に
向
け
た
モ
デ

ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
等
の
開
発
や
、
学
び
の
セ
ー

フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
機
能
強
化
に
向
け
た
高
等
専

修
学
校
と
地
域
・
外
部
機
関
の
連
携
に
よ
る
実

効
的
な
教
育
体
制
の
構
築
等
を
進
め
る
た
め
、

引
き
続
き
必
要
な
経
費
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

専
修
学
校
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
総
合
推
進

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

　
「
人
生
１
０
０
年
時
代
」
に
ふ
さ
わ
し
い

多
様
な
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
充
実
に
向
け
て
、

分
野
を
越
え
た
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
開
発
や
、e
ラ
ー
ニ
ン
グ
を
積
極
的
に
活
用
し

た
学
び
直
し
講
座
の
開
設
手
法
の
検
証
、
持
続

可
能
な
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
実
施
運
営
体
制
の

検
証
に
総
合
的
に
取
り
組
み
、
教
育
内
容
面
、

教
育
手
法
面
、
学
校
運
営
面
と
い
っ
た
多
面
的

な
視
点
で
専
修
学
校
の
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
機
能

の
強
化
を
図
る
こ
と
と
し
、
前
年
度
１
・
４
億

円
増
の
４
・
５
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

専
修
学
校
グ
ロ
ー
バ
ル
化
対
応
推
進
支
援

事
業

　

専
修
学
校
へ
の
留
学
に
か
か
る
入
口
か
ら

出
口
に
至
る
ま
で
の
総
合
的
・
戦
略
的
な
留

学
生
施
策
の
推
進
に
つ
い
て
、
各
地
域
に
お
け

る
関
係
機
関
・
団
体
と
の
連
携
に
よ
る
モ
デ
ル

体
制
を
構
築
す
る
と
と
も
に
、
専
修
学
校
の

外
国
人
留
学
生
の
実
態
把
握
の
た
め
、
留
学

動
向
や
そ
の
後
の
就
職
状
況
に
つ
い
て
、
全
国

的
な
調
査
を
実
施
す
る
た
め
、
引
き
続
き
必

要
な
経
費
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

職
業
実
践
専
門
課
程
等
を
通
じ
た
専
修

学
校
の
質
保
証
・
向
上
の
推
進

　

職
業
実
践
専
門
課
程
に
よ
る
取
り
組
み
の

更
な
る
質
向
上
に
向
け
た
先
進
モ
デ
ル
の
開

発
や
、
教
職
員
の
資
質
能
力
向
上
の
推
進
に

向
け
た
自
立
的
・
持
続
的
な
研
修
実
施
の
体

制
づ
く
り
及
び
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
、
教

学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
強
化
の
た
め
の
実
証
研
究

及
び
普
及
の
推
進
等
、
専
修
学
校
全
体
の
質

保
証
・
向
上
に
向
け
た
多
様
な
取
り
組
み
を

推
進
す
る
た
め
、
必
要
な
経
費
を
要
求
し
て

い
ま
す
。

専
修
学
校
と
地
域
の
連
携
深
化
に
よ
る

職
業
教
育
魅
力
発
信
力
強
化
事
業

　

専
修
学
校
が
担
う
職
業
教
育
の
魅
力
発
信

力
を
強
化
す
る
た
め
、
効
果
的
な
情
報
集
約
・

情
報
発
信
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
・
検
証

を
行
う
と
と
も
に
、
関
係
機
関
と
連
携
し
、

専
修
学
校
の
職
業
教
育
機
能
を
生
か
し
た
体

感
型
の
学
習
機
会
（
職
業
体
験
講
座
の
提
供
、

出
前
授
業
）
等
を
提
供
し
た
際
の
効
果
、
連

携
に
当
た
っ
て
の
留
意
点
を
整
理
す
る
た
め
、

引
き
続
き
必
要
な
経
費
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

高
等
教
育
の
負
担
軽
減
に
か
か
る
経
費

　

真
に
支
援
が
必
要
な
低
所
得
者
世
帯
の
子

ど
も
に
対
す
る
高
等
教
育
の
負
担
軽
減
の
実

施
に
必
要
な
経
費
と
し
て
、
新
た
に
計
上
し

て
い
ま
す
。

令
和
２
年
度　
専
修
学
校
関
係
予
算
の
概
算
要
求

文
部
科
学
省
総
合
教
育
政
策
局
専
修
学
校
教
育
振
興
室
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令和２年度 専修学校関係予算 概算要求

現状

●専修学校教育の人材養成機能の向上

☆専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト
「人生100年時代」にふさわしい多様なリカレント教育機会の充実を図るため、教育内容、教育手法、学校運営といった多面的な視点で、

就職氷河期世代を含めた社会人向けリカレント教育を専修学校教育において総合的に推進する。

4.5億円 （3.1億円）

☆専修学校グローバル化対応推進支援事業
専修学校に係る入口から出口までの総合的・戦略的な留学生施策の推進について、各地域における関係機関・団体との連携によるモデル

体制を構築。

２億円 （2億円）

☆専修学校における先端技術利活用実証研究
専修学校における職業人材の養成機能を強化・充実するため、産学が連携し、実践的な職業教育を支える実習授業等においてＶＲ・ＡＲ
等の先端技術の活用方策について実証・研究する。

5.3億円 （新規）

☆専修学校による地域産業中核的人材養成事業
分野に応じた中長期的な人材育成に向けた協議体制の構築等を進めるとともに、これからの時代に対応した教育プログラム等の開発を行う。

9.8億円（12.7億円）

・Society5.0等対応カリキュラムの開発 ・地域課題解決実践カリキュラムの開発・実証
・学びのセーフティネット機能の充実強化（高等専修学校の機能高度化） ・産学連携体制の整備

●専修学校教育の質保証・向上
☆職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進
専修学校における研修プログラム開発や研修体制づくり等による教育体制の充実を図るとともに、先進モデルの開発等による職業実践専門

課程の充実に向けた取組や教学マネジメントの強化の推進等を通じて、職業教育の充実及び専修学校の質保証・向上を図る。

1.6億円 （1.6億円）

☆専修学校と地域の連携深化による職業教育魅力発信力強化事業
専門学校や高等専修学校が担う職業教育等の魅力発信力を強化するため、効果的な情報発信の在り方について検討・検証を行うとと

もに、関係機関と連携し、専修学校の職業教育機能を生かした体感型の学習機会を提供した際の効果、連携に当たっての留意点を整理
する。

0.5億円 （0.5億円）

●専修学校の教育体制及び施設整備等に関する補助
☆私立学校施設整備費補助金
教育装置、学校施設等の耐震化工事、アスベスト対策等に係る経費を補助

11.5億円（3.0億円）

☆私立大学等研究設備整備費等補助金
情報処理関係設備の整備

2.3億円（2.3億円）

48.5億円※（37.5億円）
※ 高等教育の負担軽減に係る経費は除く。

※ 合計には、高等学校等就学支援交付金、高校生等奨学給付金及び日本学生支援機構の奨学金事業は含まない。

●専修学校への修学支援に資する取組
☆高等教育の負担軽減に係る経費（仮）
低所得世帯の真に必要な子供に対する高等教育の負担軽減の実施に必要な経費

ー 億円（新規）

○日本学生支援機構の奨学金事業（内数） ― 億円（ 1,104億円）

○高等学校等就学支援金交付金（内数） ― 億円（ 3,709億円）

○国費外国人留学生制度（内数）

☆高等教育負担軽減実施体制整備費補助金
高等教育の負担軽減の実施に向けて、私立専門学校に関する事務処理等を関係機関において適切に行えるようにするための体制整備
に係る経費

2.８億円（2.8億円）

☆専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研究事業
意欲と能力のある専門学校生が経済的理由により、就学を断念することがないよう、経済的支援及び修学支援アドバイザーによる就学

支援を行い、施策効果等に関するデータを継続的に収集し、分析・検証を行い、その効果等について普及する。

0.5億円（1.7億円）

186 億円 （ 186億円）

※ 合計には、今年度予算との対比を可能とするため国費外国人留学生制度は同額として計上している。
※ 上記や四捨五入の関係で、計数は合計と一致しない。

（ ）は前年度予算額

○高校生等奨学給付金（内数） 154 億円（ 139億円）
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14.3 億円 (17.4億円)

5.6 億円 （新規）

　「人生100年時代」にふさわしい多様なリカレント教育機会の充実を図るため、専修学校
におけるリカレント教育機能の強化に向けて分野を越えたリカレント教育プログラムの開発
や、eラーニングを活用した講座の開催手法の実証、リカレント教育の実施運営体制の検
証を総合的に推進する。

2.0 億円 (2.0億円)

　諸外国における日本の専修学校の広報・優秀な外国人留学生の掘り起こし、日本語教
育支援や修学支援、留学生の在籍管理、卒業後の国内への定着支援など、各地域にお
ける関係機関・団体との連携によるモデル体制の構築を進める。

7.9 億円 (7.9億円)

1.8 億円 (1.3億円)

専修学校における研修プログラム開発や研修体制づくり等による教育体制の充実を図る
とともに、先進モデルの開発等による職業実践専門課程の充実に向けた取組や教学マネ
ジメントの強化の推進等を通じて、職業教育の充実及び専修学校の質保証・向上を図る。

0.6 億円 (0.6億円)

専修学校が担う職業教育の魅力発信力を強化するため、効果的な情報発信の在り方に
ついて検討・検証を行うとともに、関係機関と連携し、専修学校の職業教育機能を生かし
た体感型の学習機会等を提供した際の効果、連携に当たっての留意点を整理する。

1.8 億円 (1.8億円)

意欲と能力のある専門学校生が経済的理由により、修学を断念することがないよう、経済
的支援及び修学支援アドバイザーによる修学支援を行い、施策効果等に関するデータを
継続的に収集し、分析・検証を行い、その効果等について普及することにより専門学校の
取組の更なる充実を図る。

14.1 億円 (3.0億円)

【補助対象】　教育装置、学校施設等の耐震化工事、アスベスト対策、ブロック塀対応【新規】　等

2.3 億円 (2.3億円)

【補助対象】　情報処理関係設備の整備

億円 (36.3億円)

　学びのセーフティネットの保障

2019年度  専修学校関係予算　概算要求

　専修学校教育の人材養成機能の向上

○　専修学校による地域産業中核的人材養成事業
　分野に応じた中長期的な人材育成に向けた協議体制の構築等を進めるとともに、これか
らの時代に対応した教育プログラム等の開発や効果的な産学連携教育の実施のための
ガイドラインの作成等を進める。

○　専修学校グローバル化対応推進支援事業

○　国費外国人留学生制度

　専修学校教育の質保証・向上

○　職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進

○　専修学校と地域の連携深化による職業教育魅力発信力強化事業

○　専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト【新規】

○　専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研究事業

○　私立学校施設整備費補助金

○　私立大学等研究設備整備費等補助金

合 計 50.5
※ 上記のほか、高等学校等就学支援金、日本学生支援機構の奨学金事業等の中に専修学校を対象とした予算が含まれている。

※ 計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しない。

＜事業での取組＞

○産学連携体制の整備

○教育プログラム等の開発

・Society5.0等対応カリキュラムの開発・実証 ・地域課題解決実践カリキュラムの開発・実証

・学びのセーフティーネット機能の充実強化

○産学連携手法（専修学校版デュアル教育）の開発
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学
校
法
人
か
ら
補
助
金
課
に
寄
せ
ら
れ
た
質
問
を

Ｑ
＆
Ａ
形
式
で
紹
介
し
ま
す

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
Ｑ
＆
Ａ

　

昨
年
度
に
質
問
が
多
か
っ
た
事
項
に
つ
い

て
記
載
し
て
い
ま
す
。
調
査
票
の
作
成
に
当

た
っ
て
は
、
必
ず
今
年
度
の
調
査
票
に
か
か

る
記
入
要
領
等
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

一
般
補
助

○
学
生
経
費
に
係
る
調
査
票
①
【
障
害
の
あ

る
学
生
】

（
障
害
の
あ
る
学
生
に
対
す
る
具
体
的
配

慮
の
取
組
状
況
）

　
「
学
内
支
援
者
の
育
成
」
の
取
り
組
み

に
つ
い
て
、
教
員
や
職
員
に
対
し
て
、
障

害
に
関
す
る
研
修
等
を
行
っ
て
い
る
場

合
で
も
対
象
と
な
り
ま
す
か
。

ＱＡ
大
学
教
育
の
一
環
と
し
て
授
業
等
を
通

じ
て
学
生
が
学
内
支
援
者
と
な
る
よ
う
に
育

成
し
て
い
る
場
合
が
対
象
と
な
り
ま
す
の
で
、

教
職
員
に
対
す
る
研
修
等
の
場
合
は
対
象
と

な
り
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
す
べ
て
の
専
任
教
員
に
対
し
て
研

修
等
を
行
っ
て
い
る
場
合
は
「
教
員
に
対
す

る
配
慮
事
項
の
周
知
及
び
徹
底
」
に
該
当
す

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

○
学
生
経
費
に
係
る
調
査
票
②
【
Ｉ
Ｃ
Ｔ
】

（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
教
育
研
究
環
境
の

整
備
状
況
）

　
「
教
育
内
容
改
善
への
支
援
」
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ

を
活
用
し
た
教
育
内
容
の
改
善
の
た
め

の
「
人
員
の
配
置
（
担
当
部
署
や
委
員

会
の
設
置
等
）」
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
、

学
内
の
シ
ス
テ
ム
保
守
を
行
う
担
当
部

署
が
あ
る
場
合
は
対
象
と
な
り
ま
す
か
。

ＱＡ
保
守
や
管
理
の
み
で
は
対
象
と
な
り
ま

せ
ん
。
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
教
育
内
容
の
改

善
を
行
う
た
め
の
担
当
部
署
や
委
員
会
等
を

設
置
す
る
場
合
が
該
当
し
ま
す
の
で
、
シ
ス

テ
ム
管
理
を
行
う
た
め
だ
け
の
部
署
の
場
合

は
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。

○
教
員
経
費
に
係
る
調
査
票
【
教
育
研
究
補

助
者
】

（
テ
ィ
ー
チ
ン
グ・ア
シ
ス
タ
ン
ト（
Ｔ・Ａ
））

　

授
業
時
間
以
外
に
勤
務
す
る
Ｔ
・
Ａ
は

対
象
と
な
り
ま
す
か
。

Q

Ａ
勤
務
内
容
が
「
教
育
的
補
助
業
務
」
で

あ
る
場
合
は
対
象
と
な
り
ま
す
。
授
業
時
間

中
に
教
育
の
補
助
を
行
う
場
合
以
外
で
も
、

学
生
に
対
す
る
質
問
対
応
等
の
「
教
育
的
補

助
業
務
」
を
行
う
場
合
は
対
象
と
な
り
ま

す
。
た
だ
し
、
単
な
る
事
務
補
助
の
み
の
業

務
に
従
事
し
て
い
る
場
合
は
対
象
と
な
り
ま

せ
ん
。

特
別
補
助

○
全
体
事
項

　

取
り
組
み
な
ど
の
学
校
全
体
で
申
請

す
る
項
目
に
つ
い
て
、
未
完
成
等
の
補
助

対
象
外
学
部
等
だ
け
が
取
り
組
み
を
実

施
し
て
い
る
場
合
で
も
対
象
と
な
り
ま

す
か
。

ＱＡ
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。

　

補
助
対
象
外
学
部
等
の
み
が
実
施
す
る
取

り
組
み
は
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。

　
「
研
究
施
設
運
営
支
援
」
や
「
大
型
設

備
等
運
営
支
援
」
な
ど
、
所
要
経
費
を
申

請
す
る
項
目
に
は
、
ど
の
よ
う
な
経
費
が

申
請
で
き
ま
す
か
。

ＱＡ
直
接
必
要
な
経
費
で
あ
れ
ば
申
請
で
き

ま
す
。

　

例
え
ば
、「
研
究
施
設
運
営
支
援
」
の
場
合
、

申
請
す
る
研
究
施
設
に
お
い
て
、
研
究
活
動

の
た
め
に
必
要
と
な
る
コ
ピ
ー
用
紙
や
事
務

用
品
な
ど
の
消
耗
品
費
や
、
研
究
発
表
の
た

め
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催
に
伴
う
会
場
使
用

料
や
講
師
委
託
料
な
ど
、
研
究
に
直
接
必
要

な
経
費
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

○
大
学
等
の
国
際
交
流
の
基
盤
整
備

　
（
大
学
等
の
教
育
研
究
環
境
の
国
際
化
）

　
「
留
学
生
向
け
の
入
学
選
抜
制
度
の
実

施
」
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
、
秋
季
入
学

制
度
等
留
学
生
に
対
す
る
特
別
の
入
学
試

験
を
実
施
し
て
い
る
こ
と
が
要
件
と
な
っ

て
い
ま
す
。
本
学
の
場
合
、
外
国
人
留
学

生
向
け
の
入
試
は
、
春
季
の
み
実
施
し
、

秋
季
に
は
実
施
し
て
い
ま
せ
ん
。
秋
季
に

入
試
を
実
施
し
て
い
な
い
場
合
も
、
当
該

取
り
組
み
に
該
当
し
ま
す
か
。

ＱＡ
該
当
し
ま
す
。

　

当
該
年
度
に
入
学
す
る
留
学
生
を
対
象
に

特
別
の
入
学
試
験
を
実
施
し
て
い
れ
ば
、
入

学
選
抜
の
時
期
は
、
春
季
、
秋
季
等
の
制
限

は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
前
年
度
に
実
施
し

て
い
て
も
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。
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問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

助
成
部　

補
助
金
課

一
般
補
助

☎
０
３
（
３
２
３
０
）

７
３
０
０
～
７
３
０
２
・
７
３
１
３

特
別
補
助

☎
０
３
（
３
２
３
０
）

７
３
０
３
～
７
３
０
５
・
７
３
１
２

　
　

７
３
０
９
〜
７
３
１
１

私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事
業

☎
０
３
（
３
２
３
０
）

７
３
０
６
〜
７
３
０
８
・
７
３
１
４

Ｅ
メ
ー
ル　

hojokin@
shigaku.go.jp

○
大
学
院
等
の
機
能
の
高
度
化

（
女
性
研
究
者
支
援
）

　
『
研
究
と
出
産
・
育
児
等
の
両
立
の
た

め
の
柔
軟
な
勤
務
体
制
の
構
築
』
に
つ
い

て
、
介
護
に
関
し
て
の
み
配
慮
す
る
勤
務

体
制
で
あ
っ
て
も
対
象
と
な
り
ま
す
か
。

ＱＡ
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

た
だ
し
、
育
児
・
介
護
休
業
法
で
定
め
る

基
準
を
超
え
て
さ
ら
に
柔
軟
な
勤
務
体
制
が

構
築
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

○
大
学
院
等
の
機
能
の
高
度
化

（
研
究
施
設
運
営
支
援
）

　
「
組
織
上
独
立
し
た
研
究
施
設
」
で
あ

る
こ
と
が
対
象
要
件
と
な
っ
て
い
ま
す

が
、
当
該
施
設
に
か
か
る
支
出
は
、
決
算

上
、
学
部
に
計
上
し
て
お
り
、
独
立
し
た

部
門
表
示
を
行
っ
て
い
ま
せ
ん
。
対
象
と

な
り
ま
す
か
。

ＱＡ
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

組
織
上
独
立
し
た
研
究
施
設
で
あ
れ
ば
、

会
計
処
理
上
、
学
部
等
に
計
上
し
て
い
る
場

合
で
も
対
象
と
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
対
象

と
な
る
経
費
は
、
当
該
施
設
に
お
け
る
研
究

に
直
接
必
要
な
経
費
の
み
と
な
り
ま
す
。

○
授
業
料
減
免
及
び
学
生
の
経
済
的
支
援
体

制
の
充
実

（
卓
越
し
た
学
生
に
対
す
る
授
業
料
減
免

等
）

　

本
学
で
は
、
ス
ポ
ー
ツ
優
秀
者
に
対

し
、
入
学
前
の
成
績
で
判
断
し
て
奨
学
金

を
支
給
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
対

象
と
な
り
ま
す
か
。

ＱＡ
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。

　

入
学
前
の
成
績
等
（
入
試
含
む
）
に
よ
り

支
給
対
象
と
な
る
学
生
を
選
考
し
て
い
る
場

合
は
、
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。

　

こ
の
項
目
は
『
正
課
教
育
に
お
い
て
優
秀

な
成
績
を
収
め
て
い
る
者
、
ま
た
は
正
課
教

育
の
成
績
状
況
も
考
慮
し
つ
つ
課
外
活
動
等

に
お
い
て
、
特
に
活
躍
が
認
め
ら
れ
、
他
の

学
生
の
模
範
に
な
る
と
認
め
ら
れ
る
者
』
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

本
学
で
は
、
優
秀
な
成
績
を
収
め
た
学

生
を
対
象
と
し
た
奨
学
金
給
付
事
業
を
実

施
し
て
い
ま
す
。
規
程
で
は
、
奨
学
金
の

使
途
に
つ
い
て
定
め
て
い
ま
せ
ん
。
対
象

と
な
り
ま
す
か
。

ＱＡ
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。

　

当
該
補
助
項
目
の
対
象
と
な
る
「
授
業
料

等
減
免
、
奨
学
金
等
支
給
の
給
付
事
業
」
は
、

成
績
優
秀
者
な
ど
卓
越
し
た
学
生
に
対
し
、

授
業
料
や
実
験
実
習
料
、
施
設
設
備
利
用
料

等
を
軽
減
す
る
目
的
で
実
施
す
る
事
業
と
な

り
ま
す
。

　

規
程
等
に
、
給
付
事
業
の
目
的
と
し
て

「
授
業
料
を
減
免
す
る
こ
と
」
等
の
定
め
が

な
い
場
合
は
、
授
業
料
減
免
の
た
め
の
事
業

と
は
判
断
で
き
な
い
た
め
、
対
象
と
な
り
ま

せ
ん
。

○
授
業
料
減
免
及
び
学
生
の
経
済
的
支
援
体

制
の
充
実

　
（
学
内
ワ
ー
ク
ス
タ
デ
ィ
事
業
支
援
）

オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス
に
お
い
て
、
教

育
支
援
活
動
を
目
的
と
し
、
学
生
を
２
日

間
、
ア
ル
バ
イ
ト
で
採
用
し
ま
す
。
本
件

の
よ
う
な
単
発
の
ア
ル
バ
イ
ト
の
場
合
に

も
、
家
計
基
準
の
確
認
は
必
要
と
な
り
ま

す
か
。

ＱＡ
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

経
済
的
事
情
に
よ
り
修
学
困
難
な
学
生
に

対
す
る
支
援
の
一
環
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
支

援
期
間
の
長
短
に
か
か
わ
ら
ず
、
家
計
基
準

の
確
認
は
必
要
と
な
り
ま
す
。

根
拠
資
料
の
整
備
・
保
管

　

補
助
金
の
申
請
に
当
た
っ
て
は
、
申
請
内

容
に
つ
い
て
、
根
拠
と
な
る
資
料
に
よ
る
説

明
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

調
査
票
に
記
載
し
た
人
数
、
件
数
、
金
額

及
び
時
点
な
ど
の
他
、
例
え
ば
、
取
り
組
み

に
つ
い
て
は
、
目
的
・
内
容
が
要
件
に
合
致

し
て
い
る
こ
と
や
、
大
学
等
組
織
と
し
て
の

活
動
で
あ
る
こ
と
な
ど
、
資
料
を
も
っ
て
説

明
で
き
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

根
拠
資
料
は
、
申
請
時
点
に
お
い
て
は
も

ち
ろ
ん
で
す
が
、
申
請
後
に
お
い
て
も
、
整

理
に
努
め
、
確
実
に
保
管
す
る
よ
う
お
願
い

い
た
し
ま
す
。
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―
―
研
究
者
に
な
ろ
う
と
し
た
き
っ
か
け
に

つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

　
「
自
然
を
守
る
仕
事
に
就
き
た
い
」
高
校
生

の
と
き
の
漠
然
と
し
た
思
い
か
ら
大
学
に
進

学
し
、
大
学
の
授
業
の
一
環
で
有
機
農
業
を

知
り
ま
し
た
。

　

有
機
農
業
を
知
る
以
前
は
、
農
業
は
、
農

薬
や
化
学
肥
料
を
大
量
に
使
用
し
、
土
地
を

劣
化
さ
せ
る
悪
者
と
し
て
捉
え
て
い
ま
し
た
。

し
か
し
、
有
機
農
家
の
方
々
の
手
伝
い
を
行

う
中
で
、
自
然
を
尊
重
し
、
自
然
の
し
く
み

を
う
ま
く
利
用
し
な
が
ら
持
続
可
能
な
農
業

生
産
を
行
う
考
え
方
を
学
び
、
こ
の
よ
う
な

農
業
を
広
く
普
及
し
た
い
と
考
え
る
よ
う
に

な
る
中
、
土
壌
学
と
出
会
い
ま
し
た
。

　
「
土
壌
は
生
命
の
基
盤
で
あ
る
」
そ
の
言
葉

が
表
す
よ
う
に
、
土
壌
は
植
物
を
育
み
、
私

た
ち
人
を
含
め
た
多
く
の
生
き
物
に
食
料
や

す
み
か
を
提
供
し
て
く
れ
ま
す
。
さ
ら
に
、

落
ち
葉
や
遺
骸
は
、
土
壌
中
に
生
息
す
る
生

き
物
に
よ
っ
て
分
解
さ
れ
、
ま
た
植
物
の
養

分
と
な
り
ま
す
。
そ
の
よ
う
に
土
壌
は
生
態

系
で
の
命
の
循
環
を
支
え
て
い
ま
す
。

　

土
壌
の
多
様
性
や
生
命
を
支
え
る
土
壌
の

役
割
に
つ
い
て
学
ん
で
い
く
う
ち
に
、
土
壌

を
研
究
す
る
面
白
さ
や
、
農
業
を
取
り
巻
く

環
境
問
題
を
土
壌
の
観
点
か
ら
考
え
て
い
く

こ
と
の
大
切
さ
を
認
識
し
、
土
壌
の
研
究
者

に
な
る
こ
と
を
決
心
し
ま
し
た
。

　

将
来
は
、
日
本
を
は
じ
め
と
し
た
世
界
各

地
の
農
耕
地
で
、
深
刻
な
土
壌
劣
化
を
食
い

止
め
、か
つ
自
然
を
尊
重
し
な
が
ら
高
収
量
・

高
品
質
の
農
作
物
を
生
産
す
る
農
業
技
術
の

普
及
に
役
立
て
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

―
―
本
奨
励
金
は
、
こ
れ
ま
で
の
概
念
や
応

募
者
の
研
究
業
績
に
と
ら
わ
れ
ず
、
特
色
あ
る

独
創
的
な
研
究
を
積
極
的
に
支
援
す
る
こ
と

と
し
て
お
り
ま
す
。
中
塚
先
生
の
研
究
は
ど
の

よ
う
な
観
点
か
ら
採
択
さ
れ
、
ま
た
ど
の
よ
う

な
特
色
が
評
価
さ
れ
た
と
お
考
え
で
し
ょ
う
か
。

　
「
土
壌
の
団
粒
構
造
の
発
達
機
構
」
は
、
学

術
的
に
も
ま
だ
未
解
明
の
点
が
多
く
あ
る
研

究
領
域
で
す
。
さ
ら
に
、
団
粒
構
造
の
発
達

は
、
土
壌
劣
化
抑
制
、
生
産
性
・
土
壌
生
物

性
の
向
上
、
地
球
温
暖
化
問
題
に
対
す
る
土

壌
へ
の
炭
素
隔
離
、
生
態
系
で
の
物
質
循
環

な
ど
、
社
会
の
環
境
問
題
解
決
に
も
重
要
な

研
究
課
題
に
な
り
ま
す
。
本
奨
励
金
受
賞
の

研
究
課
題
は
、
土
壌
団
粒
化
機
構
の
解
明
の

中
で
も
、
特
に
、
特
殊
な
粘
土
を
有
す
る
土

壌
以
外
で
は
ほ
と
ん
ど
研
究
事
例
の
な
い
土

壌
生
物
に
よ
る
「
下
層
土
」
の
団
粒
化
機
構

の
解
明
に
取
り
組
む
挑
戦
的
な
も
の
で
す
。

現
在
、
試
験
段
階
で
す
が
、
こ
の
研
究
に
よ

る
栽
培
法
が
確
立
出
来
れ
ば
、
新
た
な
知
見

の
確
立
や
応
用
研
究
に
役
立
つ
と
考
え
て
い

ま
す
。

　

本
奨
励
金
は
、
特
色
あ
る
独
創
的
な
研
究

に
支
援
し
て
く
だ
さ
る
こ
と
か
ら
、
下
層
土

に
着
目
し
た
土
壌
団
粒
化
機
構
を
、
不
撹
乱

土
壌
コ
ア
試
料
で
栽
培
試
験
を
行
う
こ
と
か

ら
解
明
し
て
い
く
と
い
う
ア
イ
デ
ィ
ア
に
つ

い
て
評
価
さ
れ
た
と
考
え
て
い
ま
す
。
ま
た
、

本
研
究
で
得
ら
れ
る
成
果
が
、
学
術
的
に
も

社
会
的
に
も
重
要
な
基
礎
研
究
で
あ
り
、
そ

の
発
展
性
も
併
せ
て
評
価
さ
れ
た
と
考
え
て

い
ま
す
。

―
―
「
若
手
研
究
者
奨
励
金
」
は
、
自
ら
の

研
究
を
通
じ
て
社
会
に
役
立
つ
、
未
来
を
創

る
人
財
の
育
成
の
一
助
と
な
る
よ
う
創
設
い

た
し
ま
し
た
。
こ
の
研
究
が
ど
の
よ
う
に
社

会
に
役
立
つ
か
、展
望
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

　

国
際
連
合
食
糧
農
業
機
関
（
Ｆ
Ａ
Ｏ
）
は
、

世
界
陸
地
面
積
の
33
％
が
劣
化
し
て
お
り
、

こ
の
ま
ま
肥
沃
な
土
壌
が
失
わ
れ
続
け
る
と
、

将
来
、
安
心
・
安
全
な
食
料
生
産
を
脅
か
し
、

飢
餓
や
貧
困
問
題
が
加
速
す
る
と
警
鐘
を
鳴

ら
し
て
い
ま
す
。こ
れ
ま
で
の
調
査
か
ら
、植
物

や
土
壌
動
物
、
土
壌
微
生
物
の
力
を
借
り
て

土
壌
構
造
を
発
達
さ
せ
る
と
、
土
壌
劣
化
の

防
止
と
高
収
量
・
高
品
質
の
農
作
物
生
産
の

両
立
が
可
能
に
な
る
こ
と
を
見
出
し
ま
し
た
。

　

下
層
土
の
土
壌
構
造
の
発
達
機
構
の
要
因

を
科
学
的
に
解
明
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の

地
域
ご
と
で
、
土
壌
構
造
の
発
達
に
最
も
効

果
的
な
農
業
管
理
法
を
提
唱
し
、
世
界
が
直

面
す
る
土
壌
劣
化
と
食
糧
問
題
に
対
応
し
て

い
く
。
本
研
究
は
、
そ
の
一
つ
の
足
掛
か
り

に
な
り
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

―
―
本
年
５
月
に
本
奨
励
金
の
贈
呈
式
に
ご

出
席
い
た
だ
き
、
他
の
研
究
者
や
寄
付
企
業

の
方
と
懇
親
さ
れ
た
ご
感
想
を
お
聞
か
せ
く

だ
さ
い
。

　

若
手
研
究
者
奨
励
金
を
授
与
さ
れ
た
研
究

者
の
代
表
と
し
て
登
壇
し
、
贈
呈
書
を
授
与
し

て
い
た
だ
け
た
こ
と
は
、
非
常
に
光
栄
で
あ
る

と
感
じ
た
と
と
も
に
、
身
の
引
き
締
ま
る
思
い

も
し
ま
し
た
。
懇
親
会
で
は
、
温
か
い
激
励
も

い
た
だ
き
、
本
研
究
課
題
に
期
待
を
し
て
い
た

だ
い
て
い
る
こ
と
を
大
変
嬉
し
く
感
じ
ま
し
た
。

　

土
壌
学
の
基
礎
的
研
究
を
基
軸
に
、そ
の
研

究
成
果
を
現
場
の
農
家
に
寄
り
添
い
な
が
ら

広
く
社
会
に
還
元
し
、世
界
の
環
境
問
題
解
決

に
向
け
て
挑
み
続
け
る
、そ
の
よ
う
な
研
究
者

を
目
指
し
精
進
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

助
成
部　

寄
付
金
課

☎
０
３（
３
２
３
０
）７
３
１
６
・
７
３
１
９

Ｅ
メ
ー
ル

kifukin@
shigaku.go.jp

中塚博子助教……専門は土壌生成分類学。
なぜ、この地域にこのような土壌ができた
のかという土壌生成分類学の考え方を軸
に、環境保全型農業を行う圃場の土壌特
徴の解明と土壌診断技術の開発について
研究を行っている。

「
若
手
・
女
性
研
究
者
奨
励
金
」
受
賞
者
の
声

　

私
学
事
業
団
で
は
、
私
立
大
学
の
教
育
・
研
究
の
未
来
を
担
う
人
財
の
育
成
を
目
的
と

し
た
「
若
手
・
女
性
研
究
者
奨
励
金
」
を
配
付
し
て
い
ま
す
。
本
号
で
は
、
今
年
度
「
生

物
的
土
壌
物
理
性
改
良
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
下
層
土
の
団
粒
化
機
構
の
解
明
」
で
「
若
手
研

究
者
奨
励
金
」
を
受
賞
し
た
、
東
京
農
業
大
学
農
学
部
助
教
の
中
塚
博
子
先
生
の
声
を
紹

介
し
ま
す
。

※採択、配付された研究課題一覧は、私学事業団ホームページ〔助成業務のご案内▶寄付金▶若手・女性研究者奨励金　配付寄付金研究課題一覧〕に掲載しています
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令和元年 1 0 月 1 日　第 2 6 2 号

退
職
等
年
金
給
付
と
は

　

退
職
等
年
金
給
付
は
、
加
入
者
と
学
校
法

人
等
が
折
半
で
掛
金
を
負
担
す
る
積
立
方
式

の
年
金
制
度
で
す
。

　

具
体
的
に
は
、退
職
等
年
金
給
付
掛
金（
※

１
）
を
負
担
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
月
の

付
与
率
（
※
２
）
に
基
づ
く
付
与
額
と
こ
れ

に
対
す
る
利
子（
基
準
利
率
に
基
づ
く
複
利
）

が
積
み
立
て
ら
れ
、
こ
れ
を
原
資
（
※
３
）

と
し
、
そ
の
原
資
を
年
金
現
価
率
（
※
４
）

で
分
割
し
て
年
金
額
が
決
め
ら
れ
ま
す
（
図

参
照
）。

※
１　

現
在
の
掛
金
率
１
・
50
％

※
２　

現
在
の
付
与
率
１
・
50
％

※
３　

原
資
の
半
分
を
終
身
退
職
年
金
算
定

基
礎
額
、
半
分
を
有
期
退
職
年
金
算
定

基
礎
額
と
い
い
ま
す
。

※
４　

終
身
又
は
支
給
残
月
数
の
期
間
に
お

い
て
一
定
の
年
金
額
と
な
る
よ
う
算
定

す
る
た
め
の
率
で
、
終
身
年
金
現
価
率

と
有
期
年
金
現
価
率
が
あ
り
ま
す
。

基
準
利
率
等
の
設
定
方
法

　

毎
年
10
月
か
ら
適
用
す
る
基
準
利
率
は
、

そ
の
年
の
９
月
30
日
ま
で
に
見
直
し
を
行
う

こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
国
債
の
利
回
り
（
10

年
国
債
応
募
者
平
均
利
回
り
の
直
近
１
年
間

又
は
５
年
間
の
平
均
の
い
ず
れ
か
低
い
率
）

を
基
礎
と
し
て
、
積
立
金
の
運
用
の
状
況
及

び
そ
の
見
通
し
並
び
に
国
家
公
務
員
共
済
組

合
の
基
準
利
率
を
勘
案
し
て
設
定
す
る
こ
と

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
年
金
現
価
率
は
、
基
準
利
率
や
死

亡
率
等
を
勘
案
し
、
設
定
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
て
い
ま
す
。

令
和
元
年
１０
月
か
ら
の

基
準
利
率
は
０
・
06
％

　

元
年
10
月
か
ら
適
用
す
る
基
準
利
率
は
、

基
礎
と
な
る
国
債
の
利
回
り
が
０
・
06
％
で

あ
っ
た
こ
と
等
を
踏
ま
え
、
平
成
30
年
10
月

か
ら
適
用
さ
れ
て
い
た
０
・
06
％
と
同
率
と

な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、
死
亡
率
の
見
直
し
が
あ
っ
た
こ
と

か
ら
、
年
金
現
価
率
の
う
ち
終
身
年
金
現
価

率
が
変
更
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
基
準
利
率
及
び
年
金
現
価
率
に
つ
い

て
は
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
年
金
等

給
付
▼
年
金
等
給
付
の
概
要
▼
退
職
等
年
金

給
付
〕
に
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
、
ご
覧
く

だ
さ
い
。

　

見
直
し
後
の
年
金
現
価
率
に
よ
る
元
年
10

月
か
ら
の
退
職
年
金
の
額
は
、
対
象
者
宛
て

改
定
通
知
書
を
送
付
し
ま
す
。

　

こ
れ
ま
で
、
新
元
号
に
対
応
し
た
様
式
用

紙
に
切
り
替
え
る
ま
で
の
経
過
措
置
と
し
て
、

「
平
成
」
表
記
の
旧
様
式
用
紙
を
当
面
使
用

で
き
る
こ
と
と
し
て
き
ま
し
た
。

　

こ
の
取
り
扱
い
は
、
令
和
元
年
12
月
末
を

も
っ
て
終
了
し
ま
す
の
で
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

　

本
誌
７
月
号
で
、
私
学
事
業
団
の
年
金
等

給
付
事
業
に
か
か
る
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
利
用

し
た
情
報
提
供
事
務
に
つ
い
て
は
、
令
和
元

年
６
月
か
ら
試
行
運
用
を
開
始
す
る
こ
と
を

ご
案
内
し
ま
し
た
。

　

試
行
運
用
の
結
果
、
私
学
共
済
制
度
の
加

入
者
に
か
か
る
児
童
手
当
の
申
請
等
の
情
報

連
携
の
利
用
に
つ
い
て
は
、
本
格
運
用
の
時

期
が
２
年
度
以
降
に
延
期
と
な
る
見
込
み
と

な
り
ま
し
た
。

　

つ
き
ま
し
て
は
、
児
童
手
当
の
申
請
等
の

際
は
、
当
面
の
間
、
従
来
ど
お
り
加
入
者
証

の
提
示
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

　

加
入
者
証
の
提
示
が
省
略
で
き
る
時
期
は
、

決
ま
り
次
第
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

 

  

付与額 

÷有期年金現価率（毎年10月に変更）

加入 ▲65 歳（事由発生）退職 

1/2 

1/2 

1 年目

･･･

･･･

20 年 

（10 年） 

終身

付与額

2 年目 3 年目 ･･･加入者期間 

◎R元年10月～R 2 年9月 0.06％
　H30年10月～R元年9月 0.06％
　H29年10月～H30年9月 0.00％
　H28年10月～H29年9月 0.32％
　H27年10月～H28年9月 0.48％

基準利率（毎年10月に変更）

付与額＝標準報酬月額･標準賞
　　　　与額×付与率（1.50％）  

÷終身年金現価率（毎年10月に変更） 

利子 

図　退職等年金給付の運営イメージ

改
元
に
伴
う
共
済
業
務
に
か
か
る

旧
様
式
用
紙
で
の
取
り
扱
い
を

年
内
で
終
了
し
ま
す

企
画
室

私
学
共
済
制
度
の
加
入
者
に
か
か

る
児
童
手
当
の
申
請
等
の
際
の
注

意
点
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
情
報
連
携
関
連
）

企
画
室

令
和
元
年
10
月
か
ら
の
基
準
利
率
及
び

年
金
現
価
率
（
退
職
等
年
金
給
付
）

企
画
室
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共
済
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務

令 和 元 年 1 0 月 1 日　第 2 6 2 号

発
行
回
数
を

年
６
回
か
ら
４
回
に
変
更
し
ま
す

　

加
入
者
向
広
報「
共
済
だ
よ
り　

レ
タ
ー
」

は
、
加
入
者
に
対
し
、
私
学
共
済
制
度
の
業

務
の
概
要
、
事
務
の
取
り
扱
い
、
健
康
情
報
、

福
利
厚
生
及
び
施
設
案
内
な
ど
の
情
報
発
信

を
目
的
と
し
て
平
成
10
年
度
か
ら
発
行
し
て

い
ま
す
。
加
入
者
の
皆
様
に
は
、
学
校
法
人

等
の
事
務
担
当
者
を
通
し
て
、
配
付
し
て
い

た
だ
い
て
い
ま
す
。

　
「
レ
タ
ー
」
の
発
行
に
つ
い
て
は
、
過
日

実
施
し
た
「
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
関

す
る
加
入
者
向
け
ア
ン
ケ
ー
ト
」
に
お
い
て
、

私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
閲
覧
の
み
を

希
望
す
る
と
い
う
多
く
の
ご
意
見
を
い
た
だ

き
ま
し
た
。

　

ま
た
、
紙
の
使
用
量
の
削
減
、
学
校
法
人

等
の
配
付
の
負
担
を
軽
減
す
る
こ
と
か
ら
も
、

発
行
回
数
を
年
６
回
か
ら
年
４
回
に
変
更
す

る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

発
行
月
は
、
５
月
、
７
月
、
10
月
、
１
月

を
予
定
し
て
い
ま
す
。

私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
「
レ
タ
ー
」

の
デ
ジ
タ
ル
版
を
掲
載
し
ま
す

　

令
和
２
年
度
か
ら
、
新
た
に
「
レ
タ
ー
」
を

デ
ジ
タ
ル
冊
子
と
し
て
掲
載
す
る
予
定
で
す
。

　

デ
ジ
タ
ル
冊
子
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で

実
際
に
冊
子
を
め
く
る
イ
メ
ー
ジ
で
閲
覧
す

る
こ
と
が
で
き
、
検
索
機
能
等
が
付
加
さ
れ

て
い
る
こ
と
で
、
紙
媒
体
や
Ｐ
Ｄ
Ｆ
よ
り
も

利
便
性
に
優
れ
て
い
ま
す
。

　
「
レ
タ
ー
」
の
Ｐ
Ｄ
Ｆ
は
、私
学
共
済
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
〔
加
入
者
用
ペ
ー
ジ
▼
私
学
共
済

制
度
の
刊
行
物
▼
レ
タ
ー
〕
で
閲
覧
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
活
用
く
だ
さ
い

　

私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
は
、
時
期
に

応
じ
て
速
や
か
に
情
報
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。

　

本
年
12
月
下
旬
か
ら
、
よ
り
見
や
す
く
、

使
い
や
す
く
な
る
よ
う
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
対

応
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
加
入
者
等
の
福
利
厚
生
を
目
的
と

し
て
契
約
施
設
等
の
検
索
も
で
き
ま
す
の
で
、

ぜ
ひ
利
用
し
て
く
だ
さ
い
。

　

一
部
の
学
校
法
人
に
お
い
て
、
本
来
報
酬

月
額
に
含
め
て
報
告
す
る
べ
き
通
勤
手
当
・

超
過
勤
務
手
当
等
に
つ
い
て
、
長
期
に
わ
た

り
誤
っ
て
含
め
ず
に
報
告
し
て
い
た
こ
と
が

明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。
こ
の
こ
と
を
受
け

て
、
改
め
て
報
告
内
容
を
点
検
し
、「
回
答

書
」
に
記
入
の
う
え
提
出
し
て
い
た
だ
く
よ

う
、
各
学
校
法
人
等
に
お
願
い
し
て
い
ま
す
。

　

締
め
切
り
は
10
月
15
日
（
火
）
で
す
。
期

限
ま
で
に
必
ず
ご
提
出
く
だ
さ
い
。

　

詳
し
く
は
９
月
20
日
付
け
で
送
付
し
た
通

知
文
（
私
共
総
第
１
２
７
２
号
）
及
び
回
答

書
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

被
扶
養
者
が
75
歳
の
誕
生
日
を
迎
え
て
後

期
高
齢
者
と
な
る
場
合
、
被
扶
養
者
本
人
に

新
た
に
保
険
料
の
負
担
が
生
じ
ま
す
。
こ
の

負
担
軽
減
処
置
の
た
め
、
私
学
事
業
団
か
ら

広
域
連
合
に
被
扶
養
者
情
報
を
提
供
し
て
い

ま
す
。
原
則
と
し
て
加
入
者
と
同
一
の
住
所

を
提
供
し
て
い
る
た
め
、
被
扶
養
者
が
75
歳

の
誕
生
日
を
迎
え
る
と
き
、
加
入
者
と
住
所

が
異
な
る
場
合
は
、「
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

住
所
届
DL
」を
忘
れ
ず
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

加
入
者
及
び
被
扶
養
者
の
健
康
づ
く
り
に

役
立
つ
「
ヘ
ル
ス
ケ
ア
ポ
イ
ン
ト
」
を
ご
利

用
く
だ
さ
い
。

●
利
用
方
法

加
入
者
等
が
、「
Ｑ
Ｕ
Ｐ
ｉ
Ｏ　

Ｐ
ｌ
ｕ

ｓ
（
ク
ピ
オ
プ
ラ
ス
）」
Ｗ
ｅ
ｂ
版
に
ア
ク
セ

ス
し
、
利
用
登
録
を
行
い
ま
す
。
日
々
の
体

重
等
の
記
録
、
特
定
健
康
診
査
の
受
診
及
び

共
済
業
務
課
主
催
の
ポ
イ
ン
ト
付
与
対
象
イ

ベ
ン
ト
の
参
加
等
に
よ
っ
て
、
所
定
の
ポ
イ

ン
ト
が
付
与
さ
れ
ま
す
。
貯
ま
っ
た
ポ
イ
ン

ト
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
商
品
と
交
換
で
き
ま
す
。

　

詳
し
く
は
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
福

祉
事
業
▼
ヘ
ル
ス
ケ
ア
ポ
イ
ン
ト
〕
を
ご
覧

く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先

Ｑ
Ｕ
Ｐ
ｉ
Ｏ　

Ｐ
ｌ
ｕ
ｓ
サ
ポ
ー
ト
窓
口

０
１
２
０
（
８
１
８
）４
４
８

●
利
用
登
録
の
促
進

今
後
Ｗ
ｅ
ｂ
上
で
定
期
的
に
応
募
者
の
中

か
ら
抽
選
で
素
敵
な
商
品
が
当
た
る
イ
ベ
ン

ト
を
実
施
し
て
い
き
ま
す
。

登
録
手
続
き
が
お
済
み
で
な
い
人
は
、
こ

の
機
会
に
ぜ
ひ
登
録
手
続
き
を
行
っ
て
く
だ

さ
い
。

Ｕ
Ｒ
Ｌ

https://w
w
w
.qupioplus.jp/user/

　本文にあるDLマークのある用紙は、私学共済ホームページ〔様式用紙等のダウンロード〕からダウンロードできます。

令
和
２
年
度
か
ら
加
入
者
向
広
報
「
共
済
だ
よ
り　

レ
タ
ー
」
が
年
４
回
の
季
刊
誌
に
な
り
ま
す

広
報
相
談
セ
ン
タ
ー　
広
報
班

加入者向広報「レター」

標
準
報
酬
月
額
の
算
定
に
か
か
る
報
酬

の
報
告
内
容
の
点
検
結
果
を
報
告
し
て

く
だ
さ
い

業
務
部
　
資
格
課

被
扶
養
者
に
か
か
る

後
期
高
齢
者
の
住
所
届

業
務
部
　
資
格
課

ヘ
ル
ス
ケ
ア
ポ
イ
ン
ト
の

利
用
案
内

福
祉
部
　
保
健
課
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共
済
業
務

令和元年 1 0 月 1 日　第 2 6 2 号

共済定期保険（きょうさいていき）　～自助努力による保障づくりをサポート～

積立共済年金（つみきょう）　～ゆとりあるセカンドライフのために～

令和元年度 積立共済年金・共済定期保険 後期募集
福祉部　保健課

募集期間 令和元年11月1日（金）～29日（金）私学事業団必着

●年金にプラスアルファがあったら
●日常の生活費は大丈夫かしら

そんなあなたに

●家族みんなで加入したいけど
どの保険に入ればいいかわからない

●手頃な保険料で入れる保険があっ
たら

そんなあなたに

共済定期保険がおすすめ

●入院、手術、３大疾病、長期休業及び死亡を保
障（保険料掛け捨て）

●加入手続きが簡単で、手頃な保険料
●１年ごとに収支計算し、剰余金があれば、
配当金として還付

【平成 30 年度配当率】
　家族年金コース・学校加入コース 50.49％　
　医療保障コース 46.75％　

●満 65 歳までに 10 年以上掛金を積み立て
●退職（脱退）時、年金・一時金を選択
●個人年金保険料控除の対象

●満 65 歳までに 2 年以上掛金を積み立て
●退職（脱退）後、年金・医療保険・終身保険及び

一時金から複数選択可能
●一般の生命保険料控除の対象

▶両コースとも積立金増額のため
「中途一時払」の取り扱いがで
きます。

●医療保障コース
病気やけがによる連続 5 日以上の入院に対応
●医療費支援コース

病気やけがによる日帰り入院に対応
●３大疾病保障コース (※)

がん・急性心筋梗塞・脳卒中に加え、７大疾病
や上皮内新生物にも対応
●長期休業補償コース

病気やケガによる 60 日（免責期間）を超える
休業期間に対応

税制適格コース

自由選択コース

学校加入コース

家族年金コース（基本コース）

家
族
年
金
コ
ー
ス
加
入
が
条
件

死亡又は
高度障害に対応

福利厚生制度におすすめ
学校法人等が保険料を負担し、加入者への福利厚生として
死亡又は高度障害に対応

※保険料が改定により変更となり
ます。詳しくはパンフレットを
ご覧ください。

※より詳しく知りたい教職員を対象に学校を訪問して説明を行います。ご希望の場合は保健課貯金係までお申し出ください。

問い合わせ先
私学事業団保健課貯金係　☎03（3813）5321（代表）
月～金曜日（年末年始及び祝日を除きます）9 時～17 時 15 分

募集パンフレットは、レター
11月号と一緒に送付します。
加入者への配付をお願いしま
す。

募集パンフレットは、10月上
旬に学校法人等宛てに送付し
ます。加入者への配付をお願
いします。

問い合わせ先
共済定期保険専用フリーダイヤル　　 0120（716）267
月～金曜日（年末年始及び祝日を除きます）9 時～17 時 15 分

積立共済年金がおすすめ

●積立金を年金や一時金として受け取れます
●予定利率は約1.25％

（令和元年 9月1日現在（将来変動することがあります））

●掛金は月々2,000円（2口）～
●所得控除が受けられます

申込書記入にあたっての注意事項

提出する前に印欄の押印を再度ご確認ください（新規・内容変更・脱退共通）

◎５枚複写になっていますので、ボールペンで強めにご記入ください。

◎記入内容を訂正する場合は、訂正箇所に必ず申込印を押印してください。(１・３～５枚目)ただし、口座記入欄の訂正は

金融機関お届印を訂正印として１･2･５枚目に押印してください。

◎加入者控(５枚目)のみ切り離し、上４枚を提出してください。

◎新規加入の方は必ず口座記入欄・現住所記入欄も記入してください。なお、金融機関名、支店名、口座番号、届出印は、預金

　通帳等で金融機関お届けのものと同一であることを確認のうえ手続きを行ってください。

◎既加入の方で変更(含む脱退)する場合は、既加入コースの申込欄を全て(含む変更なし、脱退)ご記入ください。

　ご記入がない場合は、前年通りの申込型、口、金額となります。

◎各コースによって告知内容が異なりますので、申込むコースの告知内容を必ず確認のうえお申込みください。

◆以下記入例は、新規加入における記入例です。　　　に

ご記入ください。

医療費支援コース申 込 欄

既加入

医療費支援コース

日本私立学校振興・共済事業団  理事長  殿

団 体 番 号

学校法人等名

加入者番号

２ １ ２ ５ ５ ８ ２ ９

申込締切日 令和1年 11月 29日

団体名 日本私立学校振興・
共済事業団

効力発効日（加入・増額日） 令和2年   4月   1日

団体定期保険医療保障保険（団体型）
医療保険無配当特定疾病保障定期保険（Ⅱ型）

団体長期障害所得補償保険

私 学 事 業 団 用

私 学 事 業 団 用

死亡保険金受取人として９番を使用される場合は氏名

を１名のみカタカナでご記入ください。

死亡保険金受取人コード

死亡保険金受取人コード

死亡保険金受取人氏名

通し番号

※家族年金コース、医療保障コース、３大疾病保障コースの

各コースに加入し、死亡保険金受取人の指定が無かった方

は、現在の欄がブランクとなっていますが、家族年金コー

スと医療保障コースは約款の順位、３大疾病保障コースは

法定相続人にて指定されたものとして取扱われます。

※死亡保険金受取人は、必ず指定のうえ、申込欄に該当者の印を

押印してください。なお、新規・変更欄に記入がない場合は「指

定なし」の取扱いとなります。（現在と同様ではありません。）

コードについては、下記の

「死亡保険金受取人について」

をご確認ください。

●医療保障コース・医療費支援コース・３大疾病保障コース・長期休業補償コースは、家族年金コースに本人が加入している方のみのお取

扱いとなります。家族の方は、本人が加入しているコースのみのお取扱いとなり、本人の口数・金額を超えてのお申し込みはできません。

●自由選択プランを選択する場合には申込欄の申込型、口、金額を○で囲んでください。

●裏面告知内容をご確認のうえ、お申し込みください。

●既加入の方で変更（含む脱退）する場合は、既加入コースの申込欄・死亡保険金受取人欄を全て記入のうえ押印してください。ご記入がなく押印のみの場合は、現在と同じ申込型、

口、金額となり、死亡保険金受取人は「指定なし」の取扱いとなります。（死亡保険金受取人欄も併せてご確認ください。）

●加入年齢超過などにより申込欄が＊印で消されている場合は、お申し込み及び継続加入もできません。

加
入
者
本
人

加 入 者 氏 名
（カタカナでご記入ください。）

生 年 月 日

ベタープラン自由選択プラン

ベストプラン

男
女

３昭和
５平成年

月
日

３昭和
５平成年

月
日

５平成 ６令和年
月

日

性別

性別

1
加入希望のプランを一つ
選択し○で囲んでください。

家族年金コース
既加入

型

口
型

万円

万円

型

口

型
万円

万円

型

口

型
万円

万円

型
X Y AB C DE

医療保障コース

口
8 7 65 4 3

3大疾病保障コース
主契約

7大疾病保障特約 がん・上皮内新生物保障特約

万円300

9

21付加する
1付加する

長期休業補償コース

10

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

加入しません（脱退）
加入しません（脱退）

加入しません（脱退）
加入しません（脱退） 加入しません（脱退）

加入しません（脱退）

万円
300

1付加する
1付加する

配
偶
者

配 偶 者 氏 名
（カタカナでご記入ください。）

生 年 月 日
男

女

性別
2

家族年金コース
万円

500 300

医療保障コース

口

口
5 4

3

5 43

5 4
3

5 4
3

5 4
3

口

口

口

こ

ど

も

こ ど も 氏 名
（カタカナでご記入ください。）

（該当箇所を○で囲んでください。）

（該当箇所を○で囲んでください。）

（該当箇所を○で囲んでください。）

生 年 月 日男
女

家族年金コース既加入 申 込 欄

申 込 欄

申 込 欄
申 込 欄

申 込 欄
申 込 欄

申 込 欄

万円

万円

医療保障コース既加入
申込欄口

型

型

型

型

男
女

５平成 ６令和年
月

日
万円

万円
口

男
女

５平成 ６令和年
月

日５平成 ６令和年
月

日

万円

万円
口

男
女

万円

万円
口

死亡保険金受取人欄

加

入

者

本

人

現
在

新
規
・
変
更

指定される場合には右記の続柄コードをご記入のうえ、

必ず、氏名を1名のみカタカナでご記入ください。 続 柄コード

指 定 代 理 請 求 者 氏 名

３大疾病保障コース

現
在

新
規
・
変
更

死亡保険金受取人として９番を使用される場合は氏名

を１名のみカタカナでご記入ください。

死亡保険金受取人氏名
配

偶

者

指定される場合には右記の続柄コードをご記入のうえ、

必ず、氏名を1名のみカタカナでご記入ください。 続 柄コード

指 定 代 理 請 求 者 氏 名

３大疾病保障コース

現
在

＊医療保障保険（団体型）について

本人の給付金および配偶者・こどもの死亡保険金と給付金

の受取人は本人となります。

医療保障保険契約内容登録制度に基づく個人情報の取扱

いについて、詳細を通知・配布された説明資料等で確認し、

同意します。

必ず指定願います。

必ず指定願います。

申込日（告知日）をご記入ください。

現
在

新
規
・
変
更

新
規
・
変
更

死亡保険金受取人について

◎商品共通のお取扱いについて

○コードの意味　１：配偶者、２：子、３：父母、５：兄弟姉妹、

　７：法定相続人、９：個人指定

○受取人を受取人コードで指定する場合

それぞれ被保険者死亡時の該当者とします。なお、該当者が複数の

場合、保険金分割割合は均等とします。

○既加入の方で変更する場合は、必ず再度指定のうえ申込印を押印し

てください。○受取人氏名の記入がある場合、受取人コードの如何に関わらず受取人氏名の

個人を指定します。
○現在欄に表示されている内容は申込書作成日現在のものです。

※必ず裏面の「死亡保険金受取人について」をご確認ください。

3大疾病保障コース指定代理請求者について

◎続柄コードの意味  １：配偶者、２：子、３：父母、

　５：兄弟姉妹、６：祖父母、７：孫、９：その他、Ｃ：指定取消

◎指定代理請求者は、請求時において被保険者の①戸籍上

の配偶者、②直系血族、③兄弟姉妹、④３親等内親族、また

は①～④以外で被保険者と同居の方もしくは財産管理を

行なっている方で保険金等を請求する適切な関係がある

と引受保険会社が認めた方であることを要します。

◎特定疾病保障定期保険（Ⅱ型）について、リビング・ニーズ

特約の指定代理請求者（７大疾病保障特約およびがん・上

皮内新生物保障特約が付加されている場合は、その指定代

理請求者を含む）は、指定の有無を含め同一となります。

◎指定代理請求者の新規・変更欄に記入がない場合は、現在

登録された者を継続します。なお、現在欄に表示されてい

る内容は前回の指定内容（申込書作成日現在のもの）です。

◎3大疾病保障コースに新規で加入された方は、必ず指定代

理請求者を指定してください。

　既加入の方で変更がない場合は記入不要で、現在欄に表

示されている内容で継続します。

※
加
入
者
本
人
名
義
の
口
座
に
限
り
ま
す
。

※
新
生
銀
行
、イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
銀
行
、外
国
銀
行
、

ゆ
う
ち
ょ
銀
行
、農
協
、信
用
組
合
は
指
定
出
来
ま
せ
ん
。

※日本私立学校振興・共済事業団より送金する場合も下記口座となります。

※押印欄は、3・4・5枚目にもあります。

口

座

記

入

欄

新
規
加
入
者
本
人

記

入

欄

現

住

所

口
座
名
義
人

フリガナ

（郵便番号）

ト　ドウ・フ　ケン

市外

局番

番号

シ
・

グン

ク

いずれかを○で囲んでください。

右側よりつめてご記入ください。
（町村以下もご記入ください）

電 話 番 号

3大疾病保障コース

M

M

M

M

300

300

300

300

型

型

型

型

型
M 女性疾病なし

M1 女性疾病あり

（　　　 ）
（　　　 ）

型

万円

口

型
万円M 女性疾病なし

M1 女性疾病あり

（　 ）
（　 ）

金融機関お届印

印

MYLI－申－20－000017　MYG－19－申－251

お申し込み内容に修正がある場合は二重線で訂正のうえ、

必ず申込印と同じ印を訂正印として押印願います。

共済定期保険事業 加入申込書兼告知書

支
店
名

フリガナ

口座内容の訂正は、必ず金融機

関届印を訂正印として1・2・5

枚目に押印してください。

金
融
機
関
名

銀
行

信用金庫
労働金庫

本
店

支
店

出 張 所

新
規
で
ご
加
入
の
方
の
み
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

1
3

75

9

21
3

75
氏名の記入は不要です

氏名の記入は不要です

3/22 と 9/22（休日の場合は翌営業日）

振
替
日

※こどもが未成年の場合は、親権者が確認、同意のうえ、お申し込みください。

※こどもを5人加入希望される場合は、フリーダイヤル（0120-716-267）までお問い合わせください。

「確認印」兼「申込印」兼「告知印」

「確認印」兼「申込印」兼「告知印」
「確認印」兼「申込印」兼「告知印」

印

申込

申込

申込

印

印

印

印

印

私（本人・配偶者・こども）は、申込日（告知日）現在、記載の告知内容および以下の事

項について確認・承知のうえ、この契約の加入（増額）を申し込みます。

■パンフレット等説明資料に記載された契約内容を承知し、意向に沿った申込内容で

あることを確認しました。

■申込日（告知日）現在の就業状態・健康状態は、記載の告知内容と相違がないことを確

認しました。■「重要事項説明（契約概要・注意喚起情報）」の内容を確認し、承知しました。

■個人情報の取扱いについて、説明資料等の記載内容を承知し、同意しました。

■申し込み手続のご案内に記載されている「生命保険の新規ご加入、保険金・給付金の

増額前にご確認いただきたい事項【申し込み・告知・支払いに際してのご留意事項】」

について確認し、承知しました。

加入（増額）のお申し込み手続きにあたり、加入（増額）する申込者の告知内容が、申込日（告知日）現

在の就業状態・健康状態として相違がないことを確認してください。告知内容が事実と相違する場

合には、保険金・給付金をお支払いできないことがありますので、十分にご注意ください。

死亡保険金受取人および指定代理請求者の指定・変更を含め申込内容についての効力は、記載の｢効

力発効日（加入・増額日）｣から生じます。効力発効日（加入・増額日）より前に死亡保険金受取人・指定代

理請求者の変更をされたい場合は、別途変更通知書の提出が必要ですので、団体窓口までご連絡くだ

さい。（必ず記載の「死亡保険金受取人について」および「指定代理請求者について」をご確認ください）

令和1年 　   月 　  日

申込日（告知日）

申
し
込
み
時
に
お
け
る
告
知
・
確
認
事
項

1普通（総合）
口　座　番　号

預
金
種
類

フリガナ

新規加入・内容変更・脱退等

する場合、必ず申込日を記

入し、該当者の印欄（1・3～

5枚目）に押印（スタンプ印

以外）してください。

※カタカナ

※カタカナ

※カタカナ

※カタカナ

※カタカナ

※カタカナ
加入者本人が家族年金
コースを脱退する場合、
以下の理由にチェック
してください。資格喪失のため【条件の合う方に対

して退職後保障プ
ランのご案内をい
たします。（脱退２
カ月前ごろ）】資格喪失以外の理

由で

既加入

医療費支援コース
主契約

7大疾病保障特約 がん・上皮内新生物保障特約

申込欄

※口座名義が英字（アルファベット）で登録

の場合は英字で記入し、フリガナ欄はフリ

ガナ登録がある場合のみご記入ください。

３大疾病保障コースにお申し込みされる方はこの欄（付加する・付加しない）も必ず選択してください。新規加入者で記入がない場合は、「付加しない」の取扱いとなります。既加入者で記入がない場合は、現在欄に表示されている内容で継続します。

記載のベストプラン・ベタープランは、加入内容を参考に設定したおすすめであり固有のコース名ではありません。

付加しない
付加しない

付加しない
付加しない

３大疾病保障コースにお申し込みされる方はこの欄（付加する・付加しない）も必ず選択してください。新規加入者で記入が

ない場合は、「付加しない」の取扱いとなります。既加入者で記入がない場合は、現在欄に表示されている内容で継続します。

（携帯電話の登録も可能です）

加入希望のコース（金額等）

を○で囲み、加入希望されな

い 欄 は「加 入 し ま せ ん（脱

退）」を○で囲んでください。

シガク　タロウ

シガク　ハナコ

シガク　イチロウシガク　ハナヨシガク　ジロウ

1

1

シガク　ハナコ

シガク　タロウ

シガク　タロウ私学　太郎 ブンキョウ文京

トウキョウ　　　　　　　　　　　　　　ブンキョウ

ユシマ 1-7-5 トウキョウガーデンパレス101ゴウ

03　　　3813　　     5321

ユシマ
湯島

48 1 1

53 10 10

14 5 5
16 3 3

20 4 1

私
学

私
学

私
学

私
学

私
学

私
学

11   9

113 0034

1 2 3 4 5 6 7

1 3 A 0 9 2 3 0 1 2 3 4

X

E
5

5

10

10

M

M
付加する

付加する

付加する

付加する

300

300

ユシマダイガク

学校法人等名、加入者番号、加入者本人の氏名･性別･生年月日をご確認く

ださい。（番号等が打出しのない申込書を使用する場合はご記入ください。）

1

配偶者･こどもも併せて加入する場合、配偶者･こどもの氏名･性別･生年月日を記

入してください。配偶者･こどものみの加入はできません。こどもの加入は５人ま

でです。こどもは全員同一金額、口数です。

2
死亡保険金受取人をコードにて指定してください。指定しない場合、無指定の取扱いとなります。

＜例＞・コード指定する場合

4

3大疾病保障コースに申込む方は、指定代理請求者を設定してください。

必ず氏名をカタカナで記入のうえ該当するコードを併せて記入してください。

5

加入する型、口数、金額を○で囲んでください。なお、本人については、加入希

望のプランを一つ選択し○で囲んでください。自由選択プランの場合は加入

希望のコース（金額等）を○で囲んでください。

本人について、医療保障コース･医療費支援コース･３大疾病保障コース･長期

休業補償コースの加入は、家族年金コースに加入することが条件です。

配偶者･こどもについて、コースごとに加入者本人が加入することが条件です。

また、加入者本人の金額以下で加入することが条件です。

3

コード例 1：配偶者、2：こども、3：父母、5：兄弟姉妹、7：法定相続人

コード例
1：配偶者、 2：こども、 3：父母

5：兄弟姉妹

・個人指定する場合

氏名の記入をするとコードは自動的に9になります。

3

4
5

4
5

2

3

3

2

1～7のコードで指定するときは

氏名の記入はいりません。

10

1

シガク　ハナコ

ユシマ　ジロウ

6

6

6

7

8

新規加入･内容変更･脱退等する場合、

該当者の印欄（１･３～５枚目）に申込印を押印（スタンプ印以外）

してください。

6

9新規加入の方は、加入者本人名義の預金通帳にて確認のうえ、お間違いの

ないようもれなく記入してください。金融機関が統廃合等により金融機

関名･支店名等変更となっている場合は、新しい名称を記入してくださ

い。外資系銀行等お取扱いできない金融機関についてはご照会ください。

※口座名義が英字（アルファベット）で登録の場合は英字で記入し、フリ

ガナ欄はフリガナ登録がある場合のみご記入ください。

8

新規加入の方は、金融機関お届印（金融機関お届けのものと同一）を1・2・

5枚目に押印してください。

9

新規加入の方は、郵便番号･現住所（国内の連絡先をカタカナで）、電話番

号を記入してください。

10

・スタンプ印以外の印を押印してください。

・申込印は、被保険者ごとに同じ印（例えば同じ性の場合）の使用も可

能ですが、フルネームの印や名のみの印を使用する場合は該当者の

み使用可能ですので、被保険者ごとに別の印を押印してください。

押印に関する注意事項

新規加入･内容変更･脱退等する場合、必ず申込日（告知日）を記入し

てください。（新規加入だけでなく変更・脱退の場合も必要です。）

7

1

パ
タ
ー
ン
A

0120-716-267

◎制度内容、申込方法、保険金・給付金のご請求等のお問い合せ先

事務取扱 / 湯島サービス株式会社

【平日 9：00～17：15】

共済事業本部  保健課貯金係 03-3813-5321（代）

※【契約概要】【注意喚起情報】はP23～P26に記載しています。ご加入前に必ずご確認のうえ、お申込みください。

責任開始期（加入日）
令和2年4月1日（水）

申込書私学事業団必着日（申込締切日）
令和元年11月29日（金）

学内締切日は学校等の事務担当者にご確認ください。

重　要
令和2年4月1日より3大疾病
保障コースの保険料率が改定
となります。この機会に加入しませんか。

令和元年度  後期募集用

共済定期保険事業の特長

①保険料がお手頃！
5万名を超える加入者（平成31年4月現在）のスケールメリットを発揮。

②毎年見直し可能!
③配当金を還付！1年ごとに収支計算を行い、剰余金があれば配当金として還付されます。

制
度
内
容
の
ご
案
内

制
度
の
取
扱
い

契
約
概
要
・
注
意
喚
起
情
報
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NO

NO

の写し

雇用保険に加入していましたか？

退職した勤務先に離職票の交付を希望しましたか？

雇用保険を受給しますか？

基本手当の日額が3,612円以上ですか？
（日額が分からない場合は「YES」へ） ◎雇用保険受給資格者証の写し

受給中ですか？ 給付制限期間中ですか？ 手続き前ですか？ 受給を放棄しますか？

◆雇用保険被保険者離職票（1）（2）※２の写し
　 被扶養者取消申請書
　 誓約書（雇用保険受給資格者証の写しを

送付する旨の誓約書）
　 同意書（雇用保険受給開始日をもって被

扶養者取消を行う旨の同意書）

受給を中断しますか？

◎雇用保険受給資格者証の写し
　  誓約書（受給中断する旨と受給する場合は

被扶養者取消申請書を送付する旨の
誓約書）

◎支給終了年月日が明記された雇用保険受給資格者証の写し

◆事業主による退職証明書及び雇用保険未加入証明書

◆雇用保険被保険者離職票（1）（2）※２の写し
　  誓約書（受給放棄又は延長する旨と受給する場合は

被扶養者取消申請書を送付する旨の誓約書）

◆雇用保険被保険者資格喪失確認通知書（被保険者通知用）※２

YES

YES

YES

YES

YES YES YES

YES YES

YES

NO

NO

NONO

受給終了ですか？NO

NO

◎雇用保険受給資格者証の写し
誓約書（受給放棄又は延長

する旨と受給する場
合は被扶養者取消申
請書を送付する旨の
誓約書）

DL

DL
DL

DL DL
DL

DL

◎給付制限期間が明記されている
雇用保険受給資格者証の写し
被扶養者取消申請書
同意書（雇用保険受給開始日を

もって被扶養者取消を行
う旨の同意書）

DL

退職した人を認定する場合は、雇用保険加入の有無の確認が必要になります。

次のフローチャートにしたがって添付書類を確認してください。

※２　�退職した勤務先がハローワークに手続きをすることによって交付されます。退職した勤務先から受け取っ
てください。

●�雇用保険は給与と同じ性質のものとみなされます（65歳以上の人は除きます）。受給期間が90日間で基本手当の
日額が3,612円の場合、受給総額は130万円未満ですが、年収に換算すると、3,612円×360日＝1,300,320円となり、
被扶養者となれる収入限度額である130万円以上となるため被扶養者にはなれません。つまり、日額3,612円以上
受給している間は、被扶養者として認定できません。日額が3,612円未満の場合は、受給開始後も継続して認定
できますので、あらかじめ提出された「被扶養者取消申請書」等は返却します。

●�65歳以上の場合、雇用保険は一時金とみなされますので日額は問いません。「事業主による退職証明書」又は「雇
用保険被保険者離職票（1）（2）の写し」を提出してください。

●�「被扶養者認定申請書」は複写式となっています。私学共済ホームページからはダウンロードできませんので、
共済事業本部又は各ガーデンパレス共済業務課（東京を除きます）まで請求してください。

ポイント

◆退職した勤務先が発行する書類　◎ハローワークが発行する書類
　DL私学共済ホームページからダウンロードできる書類
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　本誌8月号では、被扶養者認定事例として子どもの認定申請について説明しました。10月号では、配偶者等が
退職した場合の認定申請について説明します。
　なお、被扶養者の基本的な事項は、「事務の手引 令和元年版」101頁　第７章　被扶養者を参照してください。

被扶養者認定申請事例（退職した人の認定）
業務部　資格課

　　　�被扶養者の認定基準となる収入要件は、現在の恒常的な収入※１によっ
て算定します。したがって、今年の収入は収入限度額である130万円
を超えていますが、現在は退職していますので被扶養者になることが
できます。

　　　�退職が認定の事由となりますので、退職前の収入は問いません。
　　　�退職後の恒常的な収入は雇用保険の基本手当となりますが、受給を開

始するまでは収入がありませんので、被扶養者になることができます。
※１　�給与収入、恩給、公的年金、個人年金、傷病手当金、失業給付金、

資産所得、事業所得などの収入で継続して入る、又は入る予定のものをすべて含みます。
　　　【被扶養者認定申請書に添付する書類】

�　退職した人を認定する場合は、加入者との続柄及び生計維持関係が確認できる書類が必要になります。
今回の事例では、次の書類を添付してください。

　　��私の妻（60歳未満）は昨年の年収が400万円ありましたが、今年９月30日で退職しました。
　　��今年（1月〜9月）の収入が130万円以上なので、被扶養者にはなれないのでしょうか。
　　��また、雇用保険の基本手当を受給する予定ですが、自己都合退職のため受給は３か月後からとなりま
す。受給を開始するまでの間、被扶養者に認定してほしいのですが、申請にはどのような手続きをし
たらよいですか。

Q

A

書　　　類 内　　　容

①戸籍謄本又は抄本
続柄、生年月日を確認します（加入者が世帯主の場合は、続柄（妻）が記載されて
いる住民票でも可。ただし、マイナンバーの記載のないもの）。

②雇用保険離職票（1）（2）の写し 退職年月日と在職中雇用保険に加入していたことを確認します。

③誓約書 DL
給付制限期間等の記載のある雇用保険受給資格者証の写しを後送する旨の誓約書
※�後日ハローワークから交付される雇用保険受給資格証の写しを私学事業団に提出
してください。

④同意書 DL 給付制限期間等が終了した翌日で被扶養者の取り消しを行う旨の同意書

⑤被扶養者取消申請書 DL 給付制限期間等終了後に被扶養者を取り消すため、あらかじめ提出が必要です。

⑥国民年金第３号被保険者関係届 DL
60歳未満の配偶者を認定する場合は、国民年金の第３号被保険者に該当するため、
第２号被保険者（加入者）の勤務先である学校法人等を通じて本事業団に提出してく
ださい。被扶養者の認定証明等をした後、本事業団から日本年金機構に進達します。

　（注�） 被扶養者の認定については、要件を備えた日から30日以内に申請書の提出がないと、本事業団が申請
書を受理した日（発信年月日が確認できる場合はその日）が認定日となります。認定日前にかかった医
療費は本事業団に請求することはできませんので、注意してください。
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共済事業本部
〒113 - 8441　東京都文京区湯島1-7-5
☎03（3813）5321（代表）
電話照会の際は、学校記号番号、加入者番号が
確認できるものをお手元にご用意ください。

共済業務

私学事業団ホームページ　https://www.shigaku.go.jp/
助成業務　https://www.shigaku.go.jp/s_home.htm
共済業務　https://www.shigakukyosai.jp/（私学共済ホームページ）

貸付規則改正にかかる周知及び
「加入者貸付ガイド」の訂正

　貸付利率引き下げを含めた貸付規則改正の通知文等と
「加入者貸付ガイド」改訂版を９月19日に送付しました。
　また、11月定期償還分から償還額が変更となる既存の
貸付者の「償還明細表」を10月下旬に学校法人等宛て
に送付します。
　なお、「加入者貸付ガイド」改訂版の奥付ページ記載
の郵便番号に誤りがありました。お詫びして訂正します。
　（誤）〒113-8577　　（正）〒113-8441

【福祉部　貸付課】

加入者向広報「レター」11月号、
「私学共済ブック2019〔給付編〕」等の発送
　加入者向広報「レター」11月号、「私学共済ブック
2019〔給付編〕」等を10月中旬に学校法人等宛てに順次
発送します。送付部数は、９月末現在の加入者数です（後
期高齢者医療制度の被保険者となった人を含みます）。
詳しくは送付状を確認してください。
　到着しましたら、加入者への配付をお願いします。不
足の場合は広報班までご連絡ください。

【広報相談センター　広報班】

積立貯金後期申し込み締め切り
及び残高通知書等の送付

●�積立貯金の後期加入申し込みの締め切りは10月25日
（金）（私学事業団必着）です。ご希望の場合は早めに
申し込みしてください。
●�「積立貯金決算明細書」は９月下旬から10月上旬に、
貯金者にかかる「積立貯金残高通知書」は10月中旬に、
学校法人等宛てに送付します。「積立貯金残高通知書」
は加入者に配付してください。� 【福祉部　保健課】

年末調整用証明書の送付

●�積立共済年金加入者
10月上旬に、生命保険料控除のための証明書（個人年
金用・一般生命保険用）を積立共済年金加入者の届け出
住所宛てに送付しました。
　なお、令和元年10月１日新規加入者は初回掛金振替後
の10月下旬以降順次送付します。
●共済定期保険加入者
10月中旬に、生命保険料控除のための証明書を共済定
期保険加入者の届け出住所宛てに送付します。

【福祉部　保健課】
●住宅貸付借受者
平成30年12月までに住宅貸付を借り受けた人の「住宅
借入金等特別控除」のための令和元年分「残高証明書」を、
10月中旬に学校法人等宛てに送付します。
※�平成31年１月以降、令和元年12月までに住宅貸付を受
けた人及び残高証明書交付後、借入金年末残高等に異
動が生じた人にかかる確定申告用の「残高証明書」は、
令和２年１月中旬に学校法人等宛てに送付します。

【福祉部　貸付課】
●任意継続加入者
令和元年10月初旬までに任意継続掛金の納付が確認さ
れている人には、「令和元年分任意継続掛金納付証明書」
を10月下旬に送付します。� 【業務部　掛金課】

積立共済年金「脱退申出書」の用紙が
変更になります

　「平成」表記の積立共済年金「脱退申出書」については、
12月31日（当日消印有効）まで使用することができます
が、令和２年１月以降は「令和」表記の新用紙を使用し
てください。新用紙が必要な場合は福祉部保健課まで問
い合わせてください。� 【福祉部　保健課】

２日（水） 貸付  送金
６日（日） 貸付  ９月分定期償還期限
10日（木） 貯金  払込期限（必着）
15日（火） 貸付  11月５日送金申し込み・任意償還申出締め切り
21日（月） 貯金  送金
23日（水） 貸付  送金

25日（金） 貯金  払戻・解約請求締め切り
積立共済年金  脱退申出等締め切り

28日（月） 掛金等  ９月分掛金等口座振替（自振校のみ）
貸付  10月分定期償還口座振替（自振校のみ）

31日（木） 掛金等  ９月分納期限
貸付  11月22日送金申し込み締め切り

５日（火） 貸付  送金
６日（水） 貸付  10月分定期償還期限
８日（金） 貯金  払込期限（必着）
15日（金） 貸付  12月２日送金申し込み・任意償還申出締め切り

の共済業務スケジュール10

の共済業務スケジュール11
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INFORMATION （「月報私学」はホームページにも掲載しています）

私学振興事業本部
〒102 - 8145　東京都千代田区富士見1-10-12
☎03（3230）1321（代表）

助成業務

私立大学等経常費補助金の申請等に
ついては電子窓口をご確認ください

　私立大学等経常費補助金の調査票及び事務連絡等を
「電子窓口」に掲載していますので、定期的にご確認く
ださい。
　10月は、「令和元年度教員経費に係る調査票」「令和元
年度学生経費に係る調査票」「令和元年度認証評価経費
調査票」等について掲載する予定です。

【助成部　補助金課】　
☎03（3230）7300〜7314
Ｅメール　hojokin@shigaku.go.jp

私立学校等からの研修生受け入れ

　私学事業団では、助成業務において私立学校等の職員
を受け入れる研修制度を設けています。
　この研修制度は、私立学校教育の振興に関する実務経
験等を通じ、当該私立学校等の運営の充実に資するため
の広い見識と実務能力の育成を図ることを目的としてい
ます。
　令和２年度の研修生受け入れに関する募集要項は、10
月中旬にホームページ等でお知らせする予定ですのでご
覧ください。

【総務部　人事課】　
☎03（3230）7883・7884
Eメール　jinji@shigaku.go.jp

会計処理等のご質問・ご相談を
承っています

　私学経営情報センターでは、会計処理をはじめ、私学
経営全般にわたる事項についてご質問・ご相談を承って
います。ぜひご利用ください。
　また、お寄せいただいたご質問のうち、お問い合わせ
の多かったもの等については「経営実務Q＆A（本誌平
成30年12月号）」等に取りまとめています。その他のご
質問につきましても、私学事業団ホームページ〔助成業
務のご案内▶経営支援・情報提供▶学校法人会計Q＆A〕
に掲載していますので、会計業務における参考としてご
覧ください。

【私学経営情報センター　私学情報室】
☎03（3230）7846～7848
Ｅメール　center@shigaku.go.jp

大学ポートレートで新たな検索項目が
追加され、より使いやすくなります

　私学事業団が運営する大学選びのwebサイト「大学
ポートレート」の目的別検索に、令和元年10月21日（予
定）から新たに「学問領域及び学問の詳細」と「取得可
能な資格」から検索できる項目が追加され、より細かい
検索ができるようになります。

「学問領域及び学問の詳細」　　　「取得可能な資格」

　「学問領域及び学問の詳細」では、人文科学系、教育
学系など10の学問領域の中から、個々の興味、関心に合っ
た学問分野で大学や学部等を検索することができます。
　また、「取得可能な資格」では、各免許や資格を選択
すると、その免許・資格が取得できる大学や学部等を検
索することができます。
　どちらも従前からある検索項目と組み合わせることに
より、さらにピンポイントで検索することができるよう
になり、より利便性が向上します。

大学ポートレートがスマートフォンに対応

　平成31年４月から、大学ポートレートがスマートフォ
ン表示に対応し、使いやすく、より便利になりました。
スマートフォンで、「大学ポートレート　私学」と検
索するか、以下のＱＲコードを読み取り、ご覧ください。

大学ポートレート（私学版）
　https://up-j.shigaku.go.jp/

【私学経営情報センター　私学情報室】
☎03（3230）7852～7854
Ｅメール　portrait@shigaku.go.jp
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校舎や園舎、体育館など耐震化はお済みですか？
旧耐震基準で建設された校舎・園舎の建て替え事業（耐
震改築）や、防災（耐震）機能強化の補助金対象となっ
た改修事業（耐震改修）に、私学事業団の融資をご利用
いただくと、一定の要件を満たした場合、国の利子助成
が受けられます。
利子助成は二つのパターンがあります。

耐震化以外の校舎、園舎などの建築や土地の購入、機器
備品の購入なども融資の対象となります。施設設備の整
備計画の際にぜひ事業団資金の活用をご検討ください。

※�事業を行う学校の種類や事業内容により、利子助成の対象になるか、ま
たどちらのパターンになるかが決まります。

※�融資金利が0.5％以下の場合、パターン①の４年目以降、パターン②の
全借入期間の利子助成は行われません。

※�返済期間が20年を超える場合の利子助成率はイメージ図と異なります。
詳しくはお問い合わせください。

問い合わせ先（私学振興事業本部）

■主な事業と融資金利（令和元年９月現在）

主な事業内容
返済期間（据置年数含む）

30年以内 20年以内 10年以内 ６年以内

校（園）舎などの
建築・用地取得

年％ 年％ 年％ 年％

0.48 0.32 0.302 0.402
寄宿舎などの
建築・用地取得 0.58 0.42 0.402 ―

園バスや備品
などの購入 ― ― 0.302

（5.5年以内）

0.302
※�返済期間が30年以内（21年以上）の融資は、1貸付契約当たりの融資額が
10億円以上の場合にご利用いただけます。また、木造建築については、対
象となりません。
※�金利は毎月見直しています。なお、金利は融資契約時点の金利が適用され、
償還完了までの固定金利となります。

≪利子助成率≫
３年間：融資金利と同率
４年目以降：融資金利－0.5%

法人負担分

融資金利

期間
４年目 （最大20年間）

【利子助成】

金利

パターン①

≪利子助成率≫
1〜20年目

融資金利－0.5%金利

融資金利

期間
（最大20年間）

【利子助成】

法人負担分

パターン②

〔イメージ図：返済期間 年の場合〕

融資部融資課　☎03（3230）7862～7868
Ｅメール　yushi@shigaku.go.jp

融資事業のご案内

宿泊施設のご案内 私学共済ホームページから宿泊予約ができます。
https://www.shigakukyosai.jp/

詳細は私学事業団ホームページをご覧ください
https://www.shigaku.go.jp/s_yushi_menu.htm
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11 月中旬より湯河原の「万葉公園」などでは、鮮やかな紅葉が見頃を迎
えます。敷島館の前の町立湯河原美術館では、紅葉のライトアップも見
ることができます。散策の後、源泉掛け流しの温泉でお過ごしください。

お刺身コース
１泊２食（２名１室／１名様）13,600円
取扱期間：通年（年末年始を除きます）
※２名様よりご予約を承ります。
※休日前繁忙期は１泊につき 500円の割増となります。
※「金目鯛コース」１泊２食 12,100 円もご用意しています。

11 月になると、金沢では「雪吊り」の準備が始まり、冬に備えます。
冬の美しい景色とともに季節の美味しい食事をご堪能ください。

かに会席プラン
１泊２食（２名１室／１名様）18,800円
取扱期間：令和元年 11 月 10 日～ 2年 3月 20 日

　（年末年始を除きます）
〇他のプラン　１泊２食付（２名１室／１名様）
・ぶりしゃぶ会席プラン：13,500 円（取扱期間：上記と同期間限定）
・加賀料理堪能プラン　：13,000 円（取扱期間：通年（年末年始を除きます））
※忘年会・新年会・同窓会などもご予算に応じて承っています。

月報私学　10月号（VOL.262）令和元年10月1日発行
編集・発行　日本私立学校振興・共済事業団　〒102-8145　東京都千代田区富士見1-10-12　☎03（3230）7809～7811（企画室）

（禁無断転載）　

〒259-0314　神奈川県足柄下郡湯河原町宮上745　☎0465（63）3755
JR「湯河原」駅から「奥湯河原」行き又は「不動滝」行きバスで15分「美術館前」下
車、すぐ前

〒920-0918　金沢市尾山町6-40　☎076（232）1239
JR「金沢」駅から北鉄バスで「南町・尾山神社」下車、徒歩３分

町立湯河原美術館ライトアップ

湯河原　 敷
しき

　島
しま

館
かん

金　沢　 兼
けん

　六
ろく

荘
そう

（上）兼六園　雪吊り

（左）かに会席プラン
   夕食（イメージ）




